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(57)【要約】
【課題】遊技の進行や遊技の状態変化に合わせて遊技球
の発射勢を変化させる場合に、発射勢の調整を容易に行
うことが可能な発射操作ハンドルを備えた遊技機を提供
する。
【解決手段】遊技機１０において、発射操作ハンドル１
００１は、遊技球の発射勢を調整するための回動操作部
材１３００と、回動操作部材１３００の回動軸と同軸上
に回動可能に支持され、当該回動操作部材１３００と回
動軸方向に並ぶ操作補助部材１２００と、操作補助部材
１２００の回動を規制して固定状態とするための固定部
材１８００と、を備え、回動操作部材１３００は操作突
起部１３２０を有し、操作補助部材１２００には回動操
作部材１３００の操作時に操作突起部１３２０に掛かっ
た遊技者の指を受けることが可能な指掛け部１２４０が
形成され、指掛け部１２４０は操作補助部材１２００が
固定部材１８００により固定状態となった場合に遊技者
の指の移動を規制可能に構成されている。
【選択図】図１８
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　遊技機前面に配設され、遊技領域に遊技球を発射する際の発射勢を調整するための発射
操作ハンドルを備えた遊技機において、
　前記発射操作ハンドルは、
　前記遊技機前面に固定状態で配設されるベース部材と、
　前記ベース部材に対して回動可能に支持され、前記発射勢を調整するための第１操作部
材と、
　前記第１操作部材の回動軸と同軸上に回動可能に支持され、当該第１操作部材と回動軸
方向に並ぶ第２操作部材と、
　固定部材により前記第２操作部材の回動を規制して固定状態とすることが可能な固定機
構と、を備え、
　前記第１操作部材は、外周部から外側方向に突出した状態で設けられ、少なくとも突出
端が前記ベース部材の外周部よりも外側に位置する操作突起部を有し、
　前記第２操作部材には、前記第１操作部材の操作時に前記操作突起部に掛かった遊技者
の指を受けることが可能な指掛け部が外周部に形成され、
　前記指掛け部は、前記第２操作部材が前記固定機構により固定状態となった場合に、遊
技者の指の移動を規制可能に構成されていることを特徴とする遊技機。
【請求項２】
　前記発射操作ハンドルは、前記第１操作部材を回動初期位置に復帰させるための付勢部
材を備え、
　前記操作突起部は、前記第１操作部材の外周部に周方向に離間した状態で複数設けられ
、
　前記指掛け部は、前記操作突起部に対応させて前記第２操作部材の外周部に複数設けら
れていることを特徴とする請求項１に記載の遊技機。
【請求項３】
　前記複数の指掛け部は、前記第２操作部材の外周部に周方向に並ぶ１対の突起部の間に
形成される谷部によりそれぞれ構成されていることを特徴とする請求項２に記載の遊技機
。
【請求項４】
　前記第２操作部材は、前記第１操作部材よりも前記遊技機前面側に配設され、
　前記指掛け部を構成する前記突起部は、前記操作突起部よりも突出量を抑えた状態で形
成されていることを特徴とする請求項３に記載の遊技機。
【請求項５】
　前記発射操作ハンドルは、前記第２操作部材を挟んで前記第１操作部材とは反対側に当
該第１操作部材の回動幅を規制するための回動幅規制部を備え、
　前記第１操作部材は、当該第１操作部材の回動軸から径方向に離間した部分に、前記回
動幅規制部に向けて突出して当該回動幅規制部により移動が規制される回動規制受部を備
え、
　前記第２操作部材には、前記回動規制受部が挿通される規制受部挿通口が当該回動規制
受部の移動軌跡に沿って長穴状に設けられ、
　前記第１操作部材が前記付勢部材により回動初期位置に復帰する場合に、前記回動規制
受部が前記規制受部挿通口の開口端部を押圧して前記第２操作部材が当該第１操作部材と
共回りして当該第２操作部材を回動初期位置に復帰可能としたことを特徴とする請求項４
に記載の遊技機。
【請求項６】
　前記遊技領域まで到達しなかった遊技球をファール球として回収することが可能な回収
機構を備え、
　前記ベース部材は、前記第１操作部材又は前記第２操作部材と前記回動軸方向に並ぶ円
環状部を備え、
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　前記円環状部には、前記第１操作部材の操作時に前記操作突起部に掛かった遊技者の指
を受けることが可能な指受け部が外周部に形成され、
　前記指受け部は、前記操作突起部に掛かった遊技者の指を受けた際に、前記第１操作部
材の回動角度が前記ファール球を発生させる発射勢となる位置に配置されていることを特
徴とする請求項１から請求項５の何れか一項に記載の遊技機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、遊技機前面に配設され、遊技領域に遊技球を発射する際の発射勢を調整する
ための発射操作ハンドルを備えた遊技機に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来の遊技機、例えばパチンコ遊技機においては、遊技盤の表面に形成される遊技領域
に向けて遊技球を発射するための発射装置が設けられており、遊技機前面に設けられた発
射操作ハンドルを操作することで遊技球を発射するよう構成されている。
【０００３】
　このような発射操作ハンドルでは、ベース部材に対して回動自在に支持される回動操作
部材の回動角度を調整することで遊技球の発射勢を調整することを可能としており、回動
操作部材から手を離した場合には、状態復帰バネにより回動操作部材が回動初期位置に復
帰する。
【０００４】
　そのため、ある一定の位置を狙って遊技球を発射させることを可能とする目的で、回動
操作部材の回動角度を一定に維持させるために、ベース部材と回動操作部材との間にコイ
ン等の固定具を挟めるよう構成された発射操作ハンドルを備える遊技機が提案されている
（例えば、特許文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００２－２１００９７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ところで、近年では、遊技領域の中央部を挟んで発射球上昇路とは反対側の領域（右側
領域）に大当り（特別遊技状態）の発生に基づいて閉状態から開状態に変換される変動入
賞装置を配設した遊技機が数多く設置されるようになってきている。
【０００７】
　このような遊技機の場合、通常遊技状態においては遊技領域の発射球上昇路側の領域（
左側領域）を狙って遊技球の発射を行い、大当り状態においては遊技領域の右側領域を狙
って遊技球の発射を行うようになっている。そのため、発射操作ハンドルの回動操作部材
の回動角度を遊技状態に応じて調整しなければならない。
【０００８】
　しかしながら、上記特許文献１に開示されたような回動操作部材の固定を可能とする遊
技機では、固定具を用いて回動操作部材を固定してしまうと発射勢の調整がし難くなって
しまい、遊技状態の変化に応じて回動操作部材の回動角度を大きくして発射勢を強くした
り、回動操作部材を元の状態に復帰させて発射勢を弱くしたりするといった調整作業が非
常に行い難いという問題がある。
【０００９】
　そこで、本発明は上記した問題点に鑑みてなされたものであり、遊技の進行や遊技の状
態変化に合わせて遊技球の発射勢を変化させる場合に、発射勢の調整を容易に行うことが
可能な発射操作ハンドルを備えた遊技機を提供することを目的とする。
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【課題を解決するための手段】
【００１０】
　以上の課題を解決するため、請求項１に記載の発明は、
　遊技機前面に配設され、遊技領域に遊技球を発射する際の発射勢を調整するための発射
操作ハンドルを備えた遊技機において、
　前記発射操作ハンドルは、
　前記遊技機前面に固定状態で配設されるベース部材と、
　前記ベース部材に対して回動可能に支持され、前記発射勢を調整するための第１操作部
材と、
　前記第１操作部材の回動軸と同軸上に回動可能に支持され、当該第１操作部材と回動軸
方向に並ぶ第２操作部材と、
　固定部材により前記第２操作部材の回動を規制して固定状態とすることが可能な固定機
構と、を備え、
　前記第１操作部材は、外周部から外側方向に突出した状態で設けられ、少なくとも突出
端が前記ベース部材の外周部よりも外側に位置する操作突起部を有し、
　前記第２操作部材には、前記第１操作部材の操作時に前記操作突起部に掛かった遊技者
の指を受けることが可能な指掛け部が外周部に形成され、
　前記指掛け部は、前記第２操作部材が前記固定機構により固定状態となった場合に、遊
技者の指の移動を規制可能に構成されていることを特徴とする。
【００１１】
　請求項１に記載の発明によれば、遊技球の発射勢を調整するための第１操作部材に加え
て、当該第１操作部材の回動軸と同軸上に回動可能に支持された第２操作部材を備えてお
り、第２操作部材が有する指掛け部は、当該第２操作部材が固定機構により固定状態とな
った場合に、第１操作部材が有する操作突起部に掛かった遊技者の指の移動を規制可能に
構成されているので、固定機構により第２操作部材を所定の回動角度で維持しておくこと
で、指掛け部を基準とした第１操作部材の回動操作を行うことが可能となり、遊技の進行
や遊技の状態変化に合わせて遊技球の発射勢の調整を容易に行うことが可能となる。
　また、指掛け部は、第２操作部材が固定機構により固定状態となった場合に、操作突起
部に掛かった遊技者の指の移動を規制可能に構成されているので、固定機構により第２操
作部材を固定状態としておくことで、操作突起部に掛かった遊技者の指を一定の位置に保
持しておくことが可能となり、第１操作部材の回動角度を一定に保ち易くすることが可能
となる。
【００１２】
　請求項２に記載の発明は、請求項１に記載の遊技機において、
　前記発射操作ハンドルは、前記第１操作部材を回動初期位置に復帰させるための付勢部
材を備え、
　前記操作突起部は、前記第１操作部材の外周部に周方向に離間した状態で複数設けられ
、
　前記指掛け部は、前記操作突起部に対応させて前記第２操作部材の外周部に複数設けら
れていることを特徴とする。
【００１３】
　請求項２に記載の発明によれば、第１操作部材には操作突起部が複数設けられていると
ともに、第２操作部材には指掛け部が操作突起部に対応させて複数設けられているので、
操作突起部や指掛け部が１つしか設けられていない場合や、指掛け部が操作突起部に対応
させて設けられていない場合と比較して、第１操作部材の回動角度を調整する際の調整操
作をより正確に行うことが可能となる。
【００１４】
　請求項３に記載の発明は、請求項２に記載の遊技機において、
　前記複数の指掛け部は、前記第２操作部材の外周部に周方向に並ぶ１対の突起部の間に
形成される谷部によりそれぞれ構成されていることを特徴とする。
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【００１５】
　請求項３に記載の発明によれば、１対の突起部の間に形成される谷部により構成される
指掛け部で、操作突起部に掛かった遊技者の指を受けることができるので、当該指の移動
を効率的に規制することが可能となり、第１操作部材の回転角度を一定に保ち易くなる。
【００１６】
　請求項４に記載の発明は、請求項３に記載の遊技機において、
　前記第２操作部材は、前記第１操作部材よりも前記遊技機前面側に配設され、
　前記指掛け部を構成する前記突起部は、前記操作突起部よりも突出量を抑えた状態で形
成されていることを特徴とする。
【００１７】
　請求項４に記載の発明によれば、指掛け部を構成する突起部が、操作突起部よりも突出
量を抑えた状態で形成されているので、第１操作部材を回動させるために突起部を乗り越
えて指掛け部から指を外しても、操作突起部に掛けた指が外れてしまうことがなくなり、
操作性が向上する。
　すなわち、突起部が操作突起部以上の突出量で形成されている場合、第１操作部材のみ
を回動させるために突起部を乗り越えようと指掛け部から指を外すと、操作突起部からも
指が外れてしまうので、第１操作部材を回動させる際の操作性が悪くなってしまう。これ
に対し、突起部を操作突起部よりも突出量を抑えた状態で形成することで、突起部を乗り
越えて指掛け部から指を外して第１操作部材を回動させる際に、操作突起部から指が外れ
てしまうことがないので、第１操作部材を回動させる際の操作性が向上する。
【００１８】
　請求項５に記載の発明は、請求項４に記載の遊技機において、
　前記発射操作ハンドルは、前記第２操作部材を挟んで前記第１操作部材とは反対側に当
該第１操作部材の回動幅を規制するための回動幅規制部を備え、
　前記第１操作部材は、当該第１操作部材の回動軸から径方向に離間した部分に、前記回
動幅規制部に向けて突出して当該回動幅規制部により移動が規制される回動規制受部を備
え、
　前記第２操作部材には、前記回動規制受部が挿通される規制受部挿通口が当該回動規制
受部の移動軌跡に沿って長穴状に設けられ、
　前記第１操作部材が前記付勢部材により回動初期位置に復帰する場合に、前記回動規制
受部が前記規制受部挿通口の開口端部を押圧して前記第２操作部材が当該第１操作部材と
共回りして当該第２操作部材を回動初期位置に復帰可能としたことを特徴とする。
【００１９】
　請求項５に記載の発明によれば、第２操作部材は、第１操作部材が付勢部材により回動
初期位置に復帰する場合に、当該第１操作部材と共回りして回動初期位置に復帰可能であ
るので、第２操作部材を回動初期位置に復帰させるために回動操作する手間を省くことが
可能となる。
　また、第２操作部材は、第１操作部材と共回りして回動初期位置に復帰可能であるので
、第１操作部材及び第２操作部材を改めて回動初期位置から操作したい場合等に、当該操
作が行い易くなる。
【００２０】
　請求項６に記載の発明は、請求項１から請求項５の何れか一項に記載の遊技機において
、
　前記遊技領域まで到達しなかった遊技球をファール球として回収することが可能な回収
機構を備え、
　前記ベース部材は、前記第１操作部材又は前記第２操作部材と前記回動軸方向に並ぶ円
環状部を備え、
　前記円環状部には、前記第１操作部材の操作時に前記操作突起部に掛かった遊技者の指
を受けることが可能な指受け部が外周部に形成され、
　前記指受け部は、前記操作突起部に掛かった遊技者の指を受けた際に、前記第１操作部
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材の回動角度が前記ファール球を発生させる発射勢となる位置に配置されていることを特
徴とする。
【００２１】
　請求項６に記載の発明によれば、操作突起部に掛かった遊技者の指が指受け部に受けら
れるよう、第１操作部材を回動させるだけの簡単な操作で、遊技球をファール球として発
射することができる。すなわち、遊技終了時等に発射待機している遊技球をファール球と
なるよう発射することが容易となるので、そのファール球を回収機構を介して回収するこ
とができ、回収できない遊技球により遊技者が損することを回避することが可能となる。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明によれば、遊技球の発射勢を調整するための第１操作部材に加えて、当該第１操
作部材の回動軸と同軸上に回動可能に支持された第２操作部材を備えており、第２操作部
材が有する指掛け部は、当該第２操作部材が固定機構により固定状態となった場合に、第
１操作部材が有する操作突起部に掛かった遊技者の指の移動を規制可能に構成されている
ので、固定機構により第２操作部材を所定の回動角度で維持しておくことで、指掛け部を
基準とした第１操作部材の回動操作を行うことが可能となり、遊技の進行や遊技の状態変
化に合わせて遊技球の発射勢の調整を容易に行うことが可能となる。
　また、指掛け部は、第２操作部材が固定機構により固定状態となった場合に、操作突起
部に掛かった遊技者の指の移動を規制可能に構成されているので、固定機構により第２操
作部材を固定状態としておくことで、操作突起部に掛かった遊技者の指を一定の位置に保
持しておくことが可能となり、第１操作部材の回動角度を一定に保ち易くすることが可能
となる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明に係る遊技機の一実施形態を示す斜視図である。
【図２】実施形態の遊技機における遊技盤の構成例を示す正面図である。
【図３】（ａ）実施形態の遊技機における発射装置を前側から見た斜視図、（ｂ）実施形
態の遊技機における発射装置の要部を示す図である。
【図４】第１実施形態の遊技機における発射操作ハンドルを前側から見た斜視図である。
【図５】発射操作ハンドルを前側から見た分解斜視図である。
【図６】発射操作ハンドルの要部を前側から見た分解斜視図である。
【図７】（ａ）回動操作部材の前側に操作補助部材を取り付けた状態を前側から見た斜視
図、（ｂ）装飾部材を後側から見た斜視図である。
【図８】（ａ）回動操作部材の前側に取り付けられた操作補助部材に回動規制部材を装着
した状態を右側から見た断面図、（ｂ）回動操作部材の前側に取り付けられた操作補助部
材に回動規制部材を装着した状態を右側から見た断面図であり、回動規制部材の近傍を拡
大した図である。
【図９】（ａ）回動操作部材の回動角度と操作補助部材の回動角度とが同一である場合に
おける、回動操作部材の係合受部と、操作補助部材の係合突部と、の関係を説明するため
の図、（ｂ）回動操作部材と操作補助部材との相対回動の回動角度が第１許容上限角度に
なった場合における、回動操作部材の係合受部と、操作補助部材の係合突部と、の関係を
説明するための図である。
【図１０】ベース部材を前側から見た分解斜視図である。
【図１１】（ａ）メッキ部材と発射停止レバーとの関係を説明するための図、（ｂ）操作
補助部材を後側から見た斜視図である。
【図１２】（ａ）回動操作部材及び操作補助部材が回動初期位置にある場合における、操
作補助部材のスイッチ押圧突部と、発射停止レバーの当接受部と、の関係を説明するため
の図、（ｂ）回動操作部材及び操作補助部材が回動初期位置にない場合における、操作補
助部材のスイッチ押圧突部と、発射停止レバーの当接受部と、の関係を説明するための図
である。
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【図１３】（ａ）発射操作ハンドルを後側から見た図であり、回動伝達部材等の組み付け
方を説明するための図、（ｂ）回動伝達部材及びそれに巻回された初期位置復帰バネを右
側から見た図である。
【図１４】発射操作ハンドルを右側から見た断面図である。
【図１５】発射操作ハンドルを右側から見た断面図であり、固定用間隙部の近傍を拡大し
た図である。
【図１６】発射操作ハンドルの状態のうち、（ａ）回動操作部材及び操作補助部材が回動
初期位置にある場合の状態を示す図、（ｂ）ファール球を発射する場合の状態を示す図で
ある。
【図１７】発射操作ハンドルの状態のうち、（ａ）通常打ち球到達領域を狙って遊技球を
発射する場合の状態を示す図、（ｂ）右打ち球到達領域を狙って遊技球を発射する場合の
状態を示す図である。
【図１８】第２実施形態の遊技機における発射操作ハンドルを前側から見た斜視図である
。
【図１９】発射操作ハンドルの要部を前側から見た分解斜視図である。
【図２０】（ａ）回動操作部材と操作補助部材とを後側から見た分解斜視図、（ｂ）操作
補助部材を前側から見た分解斜視図である。
【図２１】（ａ）回動操作部材の前側に操作補助部材を取り付けた状態を後側から見た斜
視図、（ｂ）回動操作部材の前側に操作補助部材を取り付けた状態を前側から見た斜視図
であり、固定部材の近傍を拡大した図である。
【図２２】（ａ）回動操作部材の回動角度と操作補助部材の回動角度とが同一である場合
における、回動操作部材の回動規制受部やスイッチ押圧突部と、操作補助部材の規制受部
挿通口や押圧突部挿通口と、の関係を説明するための図、（ｂ）回動操作部材の回動角度
と操作補助部材の回動角度とが同一でない場合における、回動操作部材の回動規制受部や
スイッチ押圧突部と、操作補助部材の規制受部挿通口や押圧突部挿通口と、の関係を説明
するための図である。
【図２３】発射操作ハンドルを右斜め上側から見た図である。
【図２４】（ａ）回動操作部材及び操作補助部材が回動初期位置にある場合における、回
動操作部材のスイッチ押圧突部と、発射停止レバーの当接受部と、の関係や、回動操作部
材の回動規制受部やスイッチ押圧突部と、操作補助部材の規制受部挿通口や押圧突部挿通
口と、の関係を説明するための図、（ｂ）回動操作部材及び操作補助部材が回動初期位置
にない場合における、回動操作部材のスイッチ押圧突部と、発射停止レバーの当接受部と
、の関係や、回動操作部材の回動規制受部やスイッチ押圧突部と、操作補助部材の規制受
部挿通口や押圧突部挿通口と、の関係を説明するための図である。
【図２５】（ａ）発射操作ハンドルを右斜め上側から見た断面図であり、操作補助部材の
回動を許容する回動許容状態を説明するための図、（ｂ）発射操作ハンドルを右斜め上側
から見た断面図であり、操作補助部材の回動を規制する回動規制状態を説明するための図
である。
【図２６】発射操作ハンドルの状態のうち、（ａ）回動操作部材及び操作補助部材が回動
初期位置にある場合の状態を示す図、（ｂ）ファール球を発射する場合の状態を示す図で
ある。
【図２７】発射操作ハンドルの状態のうち、（ａ）通常打ち球到達領域を狙って遊技球を
発射する場合の状態を示す図、（ｂ）右打ち球到達領域を狙って遊技球を発射する場合の
状態を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下、本発明の好適な実施の形態を図面に基づいて説明する。
　図１は、本発明の一実施形態の遊技機の説明図である。なお、以下の説明では、遊技機
１０の正面になる側を前側、背面になる側を後側とし、遊技機１０を正面から見た場合に
、上になる側を上側、下になる側を下側、左になる側を左側、右になる側を右側とする。
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【００２５】
〔第１実施形態〕
　本実施形態の遊技機１０は前面枠１２を備え、該前面枠１２は本体枠（外枠）１１にヒ
ンジ１３を介して開閉回動可能に組み付けられている。遊技盤３０は前面枠１２の表側に
形成された収納部（図示省略）に収納されている。また、前面枠（内枠）１２には、遊技
盤３０の前面を覆うカバーガラス（透明部材）１４を備えたガラス枠１５が取り付けられ
ている。
【００２６】
　また、ガラス枠１５の上部には、内部にランプ及びモータを内蔵した照明装置（ムービ
ングライト）１６や払出異常報知用のランプ（ＬＥＤ）１７が設けられている。また、ガ
ラス枠１５の左右には内部にランプ等を内蔵し装飾や演出のための発光をする枠装飾装置
１８や、音響（例えば、効果音）を発するスピーカ（上スピーカ）１９ａが設けられてい
る。さらに、前面枠１２の下部にもスピーカ（下スピーカ）１９ｂが設けられている。
【００２７】
　また、前面枠１２の下部には、発射装置８０（図３（ａ），（ｂ）参照）に遊技球を供
給する上皿２１、遊技機１０の裏面側に設けられている球払出装置から払い出された遊技
球が流出する上皿球出口２２、上皿２１が一杯になった状態で払い出された遊技球を貯留
する下皿２３及び発射装置８０の発射操作ハンドル１等が設けられている。さらに、上皿
２１の上縁部には、遊技者からの操作入力を受け付けるための操作スイッチを内蔵した演
出ボタン２５が設けられている。さらに、前面枠１２下部右側には、前面枠１２を開放し
たり施錠したりするための鍵２６が設けられている。
【００２８】
　この実施形態の遊技機１０においては、遊技者が上記発射操作ハンドル１を回動操作す
ることによって、発射装置８０が、上皿２１から供給される遊技球を遊技盤３０前面の遊
技領域３２（図２参照）に向かって発射する。また、遊技者が演出ボタン２５を操作する
ことによって、表示装置４１（図２参照）における変動表示ゲーム（飾り特図変動表示ゲ
ーム）において、遊技者の操作を介入させた演出等を行わせることができる。さらに、上
皿２１上方のガラス枠１５の前面には、遊技者が隣接する球貸機から球貸しを受ける場合
に操作する球貸ボタン２７、球貸機のカードユニットからプリペイドカードを排出させる
ために操作する排出ボタン２８、プリペイドカードの残高を表示する残高表示部（図示省
略）等が設けられている。
【００２９】
　次に、図２を用いて遊技盤３０の一例について説明する。
　図２は、本実施形態の遊技盤３０の正面図である。
【００３０】
　遊技盤３０の表面には、ガイドレール３１で囲われた略円形状の遊技領域３２が形成さ
れている。遊技領域３２は、遊技盤３０の四隅に各々設けられた樹脂製のサイドケース３
３及びガイドレール３１に囲繞されて構成される。遊技領域３２には、ほぼ中央に表示装
置４１を備えたセンターケース４０が配置されている。表示装置４１は、センターケース
４０に設けられた凹部に、センターケース４０の前面より奥まった位置に取り付けられて
いる。すなわち、センターケース４０は表示装置４１の表示領域の周囲を囲い、表示装置
４１の表示面よりも前方へ突出するように形成されている。
【００３１】
　表示装置４１は、例えば、ＬＣＤ（液晶表示器）、ＣＲＴ（ブラウン管）等の表示画面
を有する装置で構成されている。表示画面の画像を表示可能な領域（表示領域）には、複
数の識別情報（特別図柄）や特図変動表示ゲームを演出するキャラクタや演出効果を高め
る背景画像等が表示される。表示装置４１の表示画面においては、識別情報として割り当
てられた複数の特別図柄が変動表示（可変表示）されて、特図変動表示ゲームに対応した
飾り特図変動表示ゲームが行われる。また、表示画面には遊技の進行に基づく演出のため
の画像（例えば、大当り表示画像、ファンファーレ表示画像、エンディング表示画像等）
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が表示される。
【００３２】
　遊技領域３２のセンターケース４０の右側には、普通図柄始動ゲート（普図始動ゲート
）３４が設けられている。センターケース４０の左下側には、三つの一般入賞口３５が配
置され、センターケース４０の右下側には、一つの一般入賞口３５が配置されている。
　これら一般入賞口３５，…には、各一般入賞口３５に入った遊技球を検出するための入
賞口スイッチ（図示省略）が配設されている。
【００３３】
　また、センターケース４０の下方には、特図変動表示ゲームの開始条件を与える始動入
賞口３６（第１始動入賞口）が設けられている。センターケース４０の右側に配設された
普図始動ゲート３４と、センターケース４０の右下側に配設された一般入賞口３５と、の
間には上部に逆「ハ」の字状に開いて遊技球が流入し易い状態に変換する１対の可動部材
３７ｂ，３７ｂを備えるとともに内部に第２始動入賞口を有する普通変動入賞装置（普電
）３７が配設されている。
【００３４】
　普通変動入賞装置３７の１対の可動部材３７ｂ，３７ｂは、常時は遊技球の直径程度の
間隔をおいて閉じた閉状態（遊技者にとって不利な状態）を保持しているので、閉じた状
態では遊技球が入賞し難い若しくは入賞できないようになっている。
　そして、普図変動表示ゲームの結果が所定の停止表示態様となった場合には、駆動装置
としての普電ソレノイド（図示省略）によって、逆「ハ」の字状に開いて普通変動入賞装
置３７に遊技球が流入し易い開状態（遊技者にとって有利な状態）に変化させられるよう
になっている。
【００３５】
　さらに、始動入賞口３６の下方には、特図変動表示ゲームの結果によって遊技球を受け
入れない状態と受け入れ易い状態とに変換可能な第１特別変動入賞装置（第１大入賞口）
３８が配設されている。
【００３６】
　第１特別変動入賞装置３８は、上端側が手前側に倒れる方向に回動して開放可能になっ
ているアタッカ形式の開閉扉３８ｃを有しており、補助遊技としての特図変動表示ゲーム
（具体的には、例えば、第１特図変動表示ゲーム）の結果如何によって第１大入賞口を閉
じた状態（遊技者にとって不利な閉塞状態）から開放状態（遊技者にとって有利な状態）
に変換する。
　すなわち、第１特別変動入賞装置３８は、例えば、駆動装置としての第１大入賞口ソレ
ノイド（図示省略）により駆動される開閉扉３８ｃによって開閉される第１大入賞口を備
え、特別遊技状態中は、第１大入賞口を閉じた状態から開いた状態に変換することにより
第１大入賞口内への遊技球の流入を容易にさせ、遊技者に所定の遊技価値（賞球）を付与
するようになっている。
【００３７】
　なお、第１大入賞口の内部（入賞領域）には、当該第１大入賞口に入った遊技球を検出
する検出手段としての第１カウントスイッチ（図示省略）が配設されている。
　第１特別変動入賞装置３８の下方には、入賞口などに入賞しなかった遊技球を回収する
アウト口４２が設けられている。
【００３８】
　また、普図始動ゲート３４の上方には、特図変動表示ゲームの結果によって遊技球を受
け入れない状態と受け入れ易い状態とに変換可能な第２特別変動入賞装置（第２大入賞口
）３９が配設されている。
【００３９】
　第２特別変動入賞装置３９は、上端側が手前側に倒れる方向に回動して開放可能になっ
ているアタッカ形式の開閉扉３９ｃを有しており、補助遊技としての特図変動表示ゲーム
（具体的には、例えば、第２特図変動表示ゲーム）の結果如何によって第２大入賞口を閉
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じた状態（遊技者にとって不利な閉塞状態）から開放状態（遊技者にとって有利な状態）
に変換する。
　すなわち、第２特別変動入賞装置３９は、例えば、駆動装置としての第２大入賞口ソレ
ノイド（図示省略）により駆動される開閉扉３９ｃによって開閉される第２大入賞口を備
え、特別遊技状態中は、第２大入賞口を閉じた状態から開いた状態に変換することにより
第２大入賞口内への遊技球の流入を容易にさせ、遊技者に所定の遊技価値（賞球）を付与
するようになっている。
　なお、第２大入賞口の内部（入賞領域）には、当該第２大入賞口に入った遊技球を検出
する検出手段としての第２カウントスイッチ（図示省略）が配設されている。
【００４０】
　また、遊技領域３２の外側（例えば、遊技盤３０の下部）には、特図変動表示ゲームを
なす第１特図変動表示ゲームや第２特図変動表示ゲーム及び普図始動ゲート３４への入賞
をトリガとする普図変動表示ゲームを一箇所で実行する一括表示装置５０が設けられてい
る。
【００４１】
　一括表示装置５０は、７セグメント型の表示器（ＬＥＤランプ）等で構成された第１特
図変動表示ゲーム用の第１特図変動表示部（特図１表示器）５１及び第２特図変動表示ゲ
ーム用の第２特図変動表示部（特図２表示器）５２と、ＬＥＤランプで構成された普図変
動表示ゲーム用の変動表示部（普図表示器）５３と、同じくＬＥＤランプで構成された各
変動表示ゲームの始動記憶数報知用の記憶表示部５４～５６を備える。
　また、一括表示装置５０には、大当りが発生すると点灯して大当り発生を報知する第１
遊技状態表示部（第１遊技状態表示器）５７、時短状態が発生すると点灯して時短状態発
生を報知する第２遊技状態表示部（第２遊技状態表示器）６０、遊技機１０の電源投入時
に大当りの確率状態が高確率状態となっているエラーを表示するエラー表示器（第３遊技
状態表示器）５８、大当り時のラウンド数（第１特別変動入賞装置３８の開閉回数や第２
特別変動入賞装置３９の開閉回数）を表示するラウンド数表示器５９が設けられている。
【００４２】
　特図１表示器５１と特図２表示器５２における特図変動表示ゲームは、例えば変動表示
ゲームの実行中、すなわち、表示装置４１において飾り特図変動表示ゲームを行っている
間は、中央のセグメントを点滅駆動させて変動中であることを表示する。そして、ゲーム
の結果が「はずれ」のときは、はずれの結果態様として例えば中央のセグメントを点灯状
態にし、ゲームの結果が「当り」のときは、当りの結果態様（特別結果態様）としてはず
れの結果態様以外の結果態様（例えば「３」や「７」の数字等）を点灯状態にしてゲーム
結果を表示する。
【００４３】
　普図表示器５３は、変動中はランプを点滅させて変動中であることを表示する。そして
、ゲームの結果が「はずれ」のときは、例えばランプを消灯状態にし、ゲームの結果が「
当り」のときはランプを点灯状態にしてゲーム結果を表示する。
【００４４】
　特図１保留表示器５４は、特図１表示器５１の変動開始条件となる始動入賞口３６への
入賞球数のうち未消化の球数（始動記憶数＝保留数）を表示する。具体的には、保留数が
「０」のときは４つのランプを全て消灯状態にし、保留数が「１」のときはランプ１のみ
を点灯状態にする。また、保留数が「２」のときはランプ１と２を点灯状態にし、保留数
が「３」のときはランプ１と２と３を点灯状態にし、保留数が「４」のときは４つのラン
プ１～４をすべて点灯状態にする。
【００４５】
　特図２保留表示器５５は、特図２表示器５２の変動開始条件となる第２始動入賞口（普
通変動入賞装置３７）の始動記憶数（＝保留数）を、特図１保留表示器５４と同様にして
表示する。
【００４６】
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　普図保留表示器５６は、普図表示器５３の変動開始条件となる普図始動ゲート３４の始
動記憶数（＝保留数）を表示する。例えば保留数が「０」のときはランプ１と２を消灯状
態にし、保留数が「１」のときはランプ１のみを点灯状態にする。また、保留数が「２」
のときはランプ１と２を点灯状態にし、保留数が「３」のときはランプ１を点滅、ランプ
２を点灯状態にし、保留数が「４」のときはランプ１と２を点滅状態にする。
【００４７】
　第１遊技状態表示器５７は、例えば通常の遊技状態の場合にはランプを消灯状態にし、
大当りが発生している場合にはランプを点灯状態にする。
　第２遊技状態表示器６０は、例えば通常の遊技状態の場合にはランプを消灯状態にし、
時短状態が発生している場合にはランプを点灯状態にする。
【００４８】
　第３遊技状態表示器５８（エラー表示器）は、例えば遊技機１０の電源投入時に大当り
の確率状態が低確率状態の場合にはランプを消灯状態にし、遊技機１０の電源投入時に大
当りの確率状態が高確率状態の場合にはランプを点灯状態にする。
【００４９】
　ラウンド数表示器５９は、例えば、通常の遊技状態の場合にはランプを消灯状態にし、
大当りが発生した場合にはその大当りのラウンド数に対応するランプ（２ラウンドｏｒ１
５ラウンド）を点灯状態にする。なお、ラウンド数表示器５９は７セグメント型の表示器
で構成してもよい。
【００５０】
　本実施形態の遊技機１０では、発射装置８０から遊技領域３２に向けて遊技球（パチン
コ球）が打ち出されることによって遊技が行われる。打ち出された遊技球は、遊技領域３
２内の各所に配置された障害釘や風車等の方向転換部材によって転動方向を変えながら遊
技領域３２を流下し、普図始動ゲート３４、一般入賞口３５、始動入賞口３６、普通変動
入賞装置３７、第１特別変動入賞装置３８又は第２特別変動入賞装置３９に入賞するか、
遊技領域３２の最下部に設けられたアウト口４２へ流入し遊技領域３２から排出される。
そして、一般入賞口３５、始動入賞口３６、普通変動入賞装置３７、第１特別変動入賞装
置３８又は第２特別変動入賞装置３９に遊技球が入賞すると、入賞した入賞口の種類に応
じた数の賞球が、払出制御装置（図示省略）によって制御される払出ユニットから、前面
枠１２の上皿２１又は下皿２３に排出される。
【００５１】
　一方、普図始動ゲート３４内には、該普図始動ゲート３４を通過した遊技球を検出する
ための非接触型のスイッチなどからなるゲートスイッチ（図示省略）が設けられており、
遊技領域３２内に打ち込まれた遊技球が普図始動ゲート３４内を通過すると、当該ゲート
スイッチにより検出されて普図変動表示ゲームが行われる。
　また、普図変動表示ゲームを開始できない状態、例えば、既に普図変動表示ゲームが行
われ、その普図変動表示ゲームが終了していない状態や、普図変動表示ゲームが当って普
通変動入賞装置３７が開状態に変換されている場合に、普図始動ゲート３４を遊技球が通
過すると、普図始動記憶数の上限数未満でならば、普図始動記憶数が加算（＋１）されて
普図始動記憶が１つ記憶されることとなる。この普図始動入賞の記憶数は、一括表示装置
５０の始動入賞数報知用の記憶表示部５６（普図保留表示器）に表示される。
　また、普図始動記憶には、普図変動表示ゲームの当りはずれを決定するための当り判定
用乱数値が記憶されるようになっていて、この当り判定用乱数値が判定値と一致した場合
に、当該普図変動表示ゲームが当りとなって特定の結果態様（特定結果）が導出されるこ
ととなる。
【００５２】
　普図変動表示ゲームは、一括表示装置５０に設けられた変動表示部（普図表示器）５３
で実行されるようになっている。普図表示器５３は、普通識別情報（普図、普通図柄）と
して点灯状態の場合に当りを示し、消灯状態の場合にはずれを示すＬＥＤから構成され、
このＬＥＤを点滅表示することで普通識別情報の変動表示を行い、所定の変動表示時間の
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経過後、ＬＥＤを点灯又は消灯することで結果を表示するようになっている。
　なお、普通識別情報として例えば数字、記号、キャラクタ図柄などを用い、これを所定
時間変動表示させた後、停止表示させることにより行うように構成しても良い。この普図
変動表示ゲームの停止表示が特定結果となれば、普図の当りとなって、普通変動入賞装置
３７の１対の可動部材３７ｂ，３７ｂが所定時間（例えば、０．３秒間）開放される開状
態となる。これにより、普通変動入賞装置３７の内部の第２始動入賞口へ遊技球が入賞し
易くなり、第２特図変動表示ゲームが実行される回数が多くなる。
【００５３】
　普図始動ゲート３４への通過検出時に抽出した普図乱数値が当り値であるときには、普
図表示器５３に表示される普通図柄が当り状態で停止し、当り状態となる。このとき、普
通変動入賞装置３７は、内蔵されている普電ソレノイド（図示省略）が駆動されることに
より、可動部材３７ｂが所定の時間（例えば、０．３秒間）だけ開放する状態に変換され
、遊技球の入賞が許容される。
【００５４】
　始動入賞口３６への入賞球及び普通変動入賞装置３７への入賞球は、それぞれは内部に
設けられた始動口１スイッチ（図示省略）と始動口２スイッチ（図示省略）によって検出
される。始動入賞口３６へ入賞した遊技球は第１特図変動表示ゲームの始動入賞球として
検出され、所定の上限数（例えば、４個）を限度に記憶されるとともに、普通変動入賞装
置３７へ入賞した遊技球は第２特図変動表示ゲームの始動入賞球として検出され、所定の
上限数（例えば、４個）を限度に記憶される。
　また、この始動入賞球の検出時にそれぞれ大当り乱数値や大当り図柄乱数値、並びに各
変動パターン乱数値が抽出され、抽出された乱数値は、遊技制御装置（図示省略）内の特
図記憶領域（ＲＡＭの一部）に特図始動記憶として各々所定回数（例えば、最大で４回分
）を限度に記憶される。そして、この特図始動記憶の記憶数は、一括表示装置５０の始動
入賞数報知用の記憶表示部５４，５５（特図１保留表示器、特図２保留表示器）に表示さ
れるとともに、センターケース４０の表示装置４１においても飾り特図始動記憶表示とし
て表示される。
【００５５】
　ここで、本実施形態において、始動入賞口３６及び第１特別変動入賞装置３８は、遊技
領域３２の左右方向中央領域に配設されているとともに、第２特別変動入賞装置３９、普
図始動ゲート３４及び普通変動入賞装置３７は、遊技領域３２の左右方向中央部を挟んで
発射球上昇路とは反対側の領域（右側領域）に配設されている。
　したがって、始動入賞口３６や第１特別変動入賞装置３８へ遊技球を入賞させたい場合
には、通常、遊技領域３２の左右方向中央よりも左側に位置する通常打ち球到達領域Ｒ１
（図２において仮想線（一点鎖線）で囲まれた２つの領域のうち左側の領域）を狙って遊
技球が発射されるようになっている。
　一方、第２特別変動入賞装置３９や普図始動ゲート３４、普通変動入賞装置３７へ遊技
球を入賞させたい場合には、通常、遊技領域３２の左右方向中央よりも右側に位置する右
打ち球到達領域Ｒ２（図２において仮想線（一点鎖線）で囲まれた２つの領域のうち右側
の領域）を狙って遊技球が発射されるようになっている。
【００５６】
　遊技制御装置（図示省略）は、始動入賞口３６若しくは普通変動入賞装置３７への入賞
、又はそれらの始動記憶に基づいて、特図表示器（変動表示装置）５１又は５２で第１又
は第２特図変動表示ゲームを行う。
　第１特図変動表示ゲーム及び第２特図変動表示ゲームは、複数の特別図柄（特図、識別
情報）を変動表示したのち、所定の結果態様を停止表示することで行われる。また、表示
装置４１（変動表示装置）にて各特図変動表示ゲームに対応して複数種類の識別情報（例
えば、数字、記号、キャラクタ図柄など）を変動表示させる飾り特図変動表示ゲームが実
行されるようになっている。
　そして、特図変動表示ゲームの結果として、特図１表示器５１若しくは特図２表示器５
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２の表示態様が特別結果態様となった場合には、大当りとなって特別遊技状態（いわゆる
、大当り状態）となる。また、これに対応して表示装置４１の表示態様も特別結果態様と
なる。
【００５７】
　表示装置４１における飾り特図変動表示ゲームは、例えば前述した数字等で構成される
飾り特別図柄（識別情報）が左（第１特別図柄）、右（第２特別図柄）、中（第三特別図
柄）の順に変動表示を開始して、所定時間後に変動している図柄を順次停止させて、特図
変動表示ゲームの結果を表示することで行われる。また、表示装置４１では、特図始動記
憶数に対応する飾り特別図柄による変動表示ゲームを行うとともに、興趣向上のためにキ
ャラクタの出現など多様な演出表示が行われる。
【００５８】
　なお、特図１表示器５１、特図２表示器５２は、別々の表示器でも良いし同一の表示器
でも良いが、各々独立して、また、同時には実行しないように各特図変動表示ゲームが表
示される。また、表示装置４１も、第１特図変動表示ゲームと第２特図変動表示ゲームで
別々の表示装置や別々の表示領域を使用するとしても良いし、同一の表示装置や表示領域
を使用するとしても良いが、各々独立して、また、同時には実行しないように飾り特図変
動表示ゲームが表示される。また、遊技機１０に特図１表示器５１、特図２表示器５２を
備えずに、表示装置４１のみで特図変動表示ゲームを実行するようにしても良い。
　また、第２特図変動表示ゲームは、第１特図変動表示ゲームよりも優先して実行される
ようになっている。すなわち、第１特図変動表示ゲームと第２特図変動表示ゲームの始動
記憶がある場合であって、特図変動表示ゲームの実行が可能となった場合は、第２特図変
動表示ゲームが実行されるようになっている。
【００５９】
　また、第１特図変動表示ゲーム（第２特図変動表示ゲーム）が開始可能な状態で、且つ
、始動記憶数が０の状態で、始動入賞口３６（若しくは、普通変動入賞装置３７）に遊技
球が入賞すると、始動権利の発生に伴って始動記憶が記憶されて、始動記憶数が１加算さ
れるととともに、直ちに始動記憶に基づいて、第１特図変動表示ゲーム（第２特図変動表
示ゲーム）が開始され、この際に始動記憶数が１減算される。
【００６０】
　一方、第１特図変動表示ゲーム（第２特図変動表示ゲーム）が直ちに開始できない状態
、例えば、既に第１若しくは第２特図変動表示ゲームが行われ、その特図変動表示ゲーム
が終了していない状態や、特別遊技状態となっている場合に、始動入賞口３６（若しくは
、普通変動入賞装置３７）に遊技球が入賞すると、始動記憶数が上限数未満ならば、始動
記憶数が１加算されて始動記憶が１つ記憶されることになる。そして、始動記憶数が１以
上となった状態で、第１特図変動表示ゲーム（第２特図変動表示ゲーム）が開始可能な状
態（前回の特図変動表示ゲームの終了若しくは特別遊技状態の終了）となると、始動記憶
数が１減算されるとともに、記憶された始動記憶に基づいて第１特図変動表示ゲーム（第
２特図変動表示ゲーム）が開始される。
　以下の説明においては、第１特図変動表示ゲームと第２特図変動表示ゲームを区別しな
い場合は、単に特図変動表示ゲームと称する。
【００６１】
　なお、特に限定されるわけではないが、上記始動入賞口３６内の始動口１スイッチ（図
示省略）、普通変動入賞装置３７内の始動口２スイッチ（図示省略）、ゲートスイッチ（
図示省略）、一般入賞口スイッチ（図示省略）、カウントスイッチ（図示省略）には、磁
気検出用のコイルを備え該コイルに金属が近接すると磁界が変化する現象を利用して遊技
球を検出する非接触型の磁気近接センサ（以下、近接スイッチと称する）が使用されてい
る。遊技機１０のガラス枠１５等に設けられた前枠開放検出スイッチ（図示省略）や前面
枠（遊技枠）１２等に設けられた遊技枠開放検出スイッチ（図示省略）には、機械的な接
点を有するマイクロスイッチを用いることができる。
【００６２】
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　次に、本実施形態の遊技機１０が特徴とする発射操作ハンドル１について説明する。
　発射操作ハンドル１は、前面枠１２の下部前面を構成する下部パネル１２ａ（図１参照
）の裏側に設けられた発射装置８０に、当該下部パネル１２ａを介して取り付けられてい
る。
【００６３】
＜発射装置＞
　発射装置８０は、例えば図３（ａ），（ｂ）に示すように、前面枠１２の右側下部に取
り付けられる板状の取付プレート８１（図３（ｂ）では図示省略）と、取付プレート８１
の前面左部に固定された発射レール８２と、取付プレート８１の前面中央部に軸支され、
発射レール８２上の遊技球を打撃して遊技領域３２へと発射する発射杵８３と、取付プレ
ート８１の後面中央部に固定され、発射装置８０からの遊技球の発射を制御する発射制御
基板８４と、取付プレート８１の後面左部に固定され、発射装置８０の駆動源をなす発射
モータ８５と、取付プレート８１の前面側のうち発射レール８２の上方に配設され、発射
モータ８５による駆動力を発射杵８３に伝達する回転カム板８６と、取付プレート８１の
前面側のうち発射レール８２と回転カム板８６との間に配設され、上皿２１から供給口８
１ｃ（図３（ｂ）では図示省略）を介して供給された遊技球を発射レール８２の上面へと
１個ずつ順次供給する球送り装置８７と、取付プレート８１の前面に発射レール８２の上
面と所定の間隔を開けて固定され、球送り装置８７により発射レール８２の上面へと供給
された遊技球を当該上面のうち発射杵８３により打撃可能な所定位置に停止させる球位置
決め部材８８と、を備えて構成される。さらに、発射装置８０は、発射操作ハンドル１と
連動して発射装置８０による遊技球の発射勢を調整する発射勢調整部８９を備えている。
【００６４】
　発射レール８２は、発射装置８０からの遊技球を発射方向へとガイドする部材であり、
取付プレート８１の前面左部に、遊技球の発射方向となる左斜め上方向へ上り傾斜するよ
うに延設されている。
　本実施形態において、発射レール８２は、当該発射レール８２の上面に、当該発射レー
ル８２の長手方向（発射方向）に沿って形成された断面視略Ｖ字形状の溝部を有している
。すなわち、発射レール８２は、当該溝部によって、球送り装置８７から供給された遊技
球を前後方向にブレることなく発射杵８３により打撃可能な所定位置に配置できるととも
に、発射杵８３により打撃された遊技球を前後方向にブレることなく発射方向へとガイド
できるよう構成されている。
【００６５】
　ここで、図示はしないが、遊技盤３０の前面を覆うカバーガラス１４の裏面と、遊技盤
３０の前面と、の間には遊技領域３２の下部を閉塞する閉塞壁部が形成されており、当該
閉塞壁部に遊技領域３２の下方から（具体的には、発射装置８０から）発射された遊技球
が通過する発射球通過口が設けられている。そして、発射球通過口を通過した遊技球が、
遊技盤３０の内外二重にガイドレール３１が配置された誘導路から遊技領域３２に至るよ
う構成されている。
【００６６】
　また、誘導路から遊技領域３２に至らずに戻ってきた遊技球（いわゆるファール球）も
発射球通過口を通過するよう構成されている。発射レール８２の先端面（左端面）は、発
射球通過口の直下よりも右側に配置されており、発射球通過口に戻るファール球は、発射
レール８２の上面には戻らずに、発射レール８２の左方を流下して、回収機構（図示省略
）によって回収されるよう構成されている。当該回収機構は、遊技領域３２まで到達しな
かった遊技球をファール球として回収することが可能なファール球回収機構であり、当該
回収機構によりファール球として回収された遊技球は、上皿２１又は下皿２３に排出され
るよう構成されている。
【００６７】
　発射杵８３は、取付プレート８１の前面側に回動可能に固定され、回動することによっ
て発射レール８２上の遊技球を打撃する部材である。
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　発射杵８３の回動角度は、取付プレート８１の前面側に固定された緩衝部材としての回
動規制ゴム８１ａによって規制されるよう構成されている。すなわち、発射杵８３は、外
部から力が加わっていない通常時は、発射勢調整部８９を構成する発射付勢部８９ａに内
蔵された図示しない発射付勢バネ（後述）によって発射方向に付勢（すなわち、時計回り
方向へと回動するよう付勢）されている。そして、発射杵８３は、回動規制ゴム８１ａに
当接することで必要以上の時計回り方向への回動が規制されている。
【００６８】
　具体的には、発射杵８３は、取付プレート８１の前面に回動可能に取り付けられた回動
軸部８３ａと、回動軸部８３ａからほぼ半径方向に下側に向けて延出する杵部８３ｂと、
回動軸部８３ａからほぼ半径方向に左側に向けて延出するカム板受部８３ｃと、回動軸部
８３ａからほぼ半径方向に上側に向けて延出するアーム部８３ｄと、を備えて構成される
。
【００６９】
　杵部８３ｂは、先端部がほぼ回転方向（すなわち、半径方向にほぼ直交する方向）に延
在する略Ｌ字形状をなしており、当該先端部の端部（杵先）は左側を向いている。
　杵部８３ｂの杵先はコイルバネ等の弾性体によって構成されており、発射杵８３は、時
計回り方向に回動することによって、当該杵先で、球位置決め部材８８によって発射レー
ル８２の上面のうちの所定位置に停止された遊技球を打撃するようになっている。
【００７０】
　カム板受部８３ｃは、先端部がゴム等の緩衝部材によって覆われており、当該先端部が
回転カム板８６の外周面（カム面）に当接可能となるよう構成されている。すなわち、カ
ム板受部８３ｃは、回転カム板８６のカム面に当接して当該回転カム板８６に従動するカ
ムフォロアとして機能する。
　カム板受部８３ｃの先端部が回転カム板８６のカム面に当接することで、発射杵８３に
は、発射勢調整部８９を構成する発射付勢部８９ａに内蔵された発射付勢バネの付勢力に
抗する力が加わる。これにより、発射杵８３は反時計回り方向へと回動して、杵部８３ｂ
の杵先が発射レール８２から遠ざかるよう構成されている。
【００７１】
　アーム部８３ｄは、先端部が回動規制ゴム８１ａに当接可能となるよう構成されている
。
　前述したように、発射杵８３は、外部から力が加わっていない通常時（すなわち、カム
板受部８３ｃが回転カム板８６のカム面に当接していない時）は、発射付勢バネによって
時計回り方向へと回動するよう付勢されているが、アーム部８３ｄの先端部が回動規制ゴ
ム８１ａに当接することで、時計回り方向へと必要以上に回動しないよう規制されている
。
【００７２】
　なお、図３（ｂ）では、図面作成の都合上、カム板受部８３ｃが回転カム板８６のカム
面に当接していない場合において、アーム部８３ｄが回動規制ゴム８１ａに当接していな
い状態を図示しているが、実際は、カム板受部８３ｃが回転カム板８６のカム面に当接し
ていない場合、発射杵８３は発射付勢バネによって時計回り方向へと回動するよう付勢さ
れて、アーム部８３ｄが回動規制ゴム８１ａに当接している。
【００７３】
　発射制御基板８４は、ＣＰＵ、ＲＯＭ、ＲＡＭ等を備えるワンチップマイコンなどを備
えており、払出制御装置によって制御されるよう構成されている。
　発射制御基板８４は、回転カム板８６を回転駆動する発射モータ８５や、球送り装置８
７（具体的には、球送り部材８７ａを回動駆動する球送りソレノイド８７ｂ）などと接続
されており、回転カム板８６を回転させる制御や、回転カム板８６の回転に合わせて球送
り装置８７により発射レール８２上へと遊技球を供給する制御等を行うよう構成されてい
る。
【００７４】
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　発射モータ８５は、取付プレート８１の後面側に固定されており、当該発射モータ８５
の駆動軸は、取付プレート８１に形成された貫通孔を通って取付プレート８１の前面側に
延出している。
【００７５】
　回転カム板８６は、当該回転カム板８６の回転中心が、取付プレート８１の前面側に延
出した発射モータ８５の駆動軸の先端に固定されており、発射モータ８５によって駆動さ
れて所定の方向（本実施形態では時計回り方向）に回転するよう構成されている。
　本実施形態において、回転カム板８６は、略半月形状に形成されており、当該回転カム
板８６の回転中心は、回転カム板８６が時計回り方向に回転することで、回転カム板８６
のカム面と発射杵８３のカム板受部８３ｃとの接点と、当該回転カム板８６の回転中心と
、の距離が徐々に大きくなる位置に設定されている。これにより、回転カム板８６が発射
杵８３のカム板受部８３ｃに当接している間は、当該発射杵８３に対して発射付勢バネの
付勢力に抗する力が徐々に加わるので、当該発射杵８３の杵部８３ｂの杵先が発射レール
８２から徐々に遠ざかるようになっている。そして、回転カム板８６がカム板受部８３ｃ
に当接した時点からほぼ半周回転すると、当該当接が解除されて、発射杵８３は時計回り
方向へと回動し、当該発射杵８３の杵部８３ｂの杵先で、球位置決め部材８８によって発
射レール８２の上面のうちの所定位置に停止された遊技球を打撃するようになっている。
【００７６】
　球送り装置８７は、遊技球を収容可能な略Ｖ字形状をなす球送り部材８７ａと、球送り
部材８７ａを回動駆動する球送りソレノイド８７ｂと、を備えて構成される。
　球送りソレノイド８７ｂは、取付プレート８１の前面側に固定されており、球送り部材
８７ａは、球送りソレノイド８７ｂよりも前側に配設されている。
【００７７】
　球送りソレノイド８７ｂの駆動軸は、前側に向けて延出しており、当該駆動軸の先端に
は、略Ｖ字形状をなす球送り部材８７ａの頂点部分が固定されている。そして、球送り部
材８７ａは、球送りソレノイド８７ｂにより駆動されて揺動回動することによって、供給
口８１ｃを介して上皿２１から供給された遊技球を発射レール８２上へと順次供給するよ
う構成されている。
　ここで、本実施形態において、供給口８１ｃは、取付プレート８１に固定され、回転カ
ム板８６の前面、発射杵８３のカム板受部８３ｃやアーム部８３ｄの前面等を覆うカバー
部８１ｂ（図３（ｂ）では図示省略）に設けられている。
【００７８】
　発射勢調整部８９は、取付プレート８１の後面中央部のうち取付プレート８１と発射制
御基板８４との間に配設され、発射杵８３の回動軸部８３ａと接続する発射付勢部８９ａ
と、取付プレート８１の右部のうち発射杵８３の回動軸部８３ａよりも下側に配設され、
発射操作ハンドル１と接続可能な調整受部８９ｂと、取付プレート８１の後面側に固定さ
れ、発射付勢部８９ａと調整受部８９ｂとの間に配設された伝達部材８９ｃと、を備えて
構成される。
【００７９】
　前述したように、発射杵８３は取付プレート８１の前面に回動可能に取り付けられた回
動軸部８３ａを有しているが、この回動軸部８３ａは、前後方向に沿って発射杵８３の後
面よりも後方に延出するように形成されている。そして、取付プレート８１には、この回
動軸部８３ａを回動可能に固定するとともに、回動軸部８３ａを取付プレート８１の後面
側に挿通可能な挿通孔（図示省略）が形成されており、回動軸部８３ａは、取付プレート
８１に対して垂直に（すなわち、前後方向に沿って）取付プレート８１の後面側に延出す
るように取り付けられている。
【００８０】
　取付プレート８１の後面側に延出した回動軸部８３ａには、発射付勢部８９ａが取り付
けられている。
　発射付勢部８９ａは、取付プレート８１に対して平行に配設された略円盤形状の部材で
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あり、中心が回動軸部８３ａに固定されている。
【００８１】
　具体的には、発射付勢部８９ａは、ねじりコイルバネ等の発射付勢バネと、内部に当該
発射付勢バネを収納するとともに外周面に右側に向けて突設された歯車の歯を有するケー
ス部と、を備えて構成される。
　発射付勢バネは、当該発射付勢バネのうちコイル状に形成された部分に回動軸部８３ａ
が挿通されているとともに、当該発射付勢バネのうち一方の先端部分が回動軸部８３ａに
固定され、他方の先端部分がケース部に固定されている。これにより、発射杵８３は、発
射付勢バネによって、前面側から見て時計回り方向に付勢されているとともに、発射付勢
バネの付勢力は、発射付勢部８９ａ（具体的には、発射付勢部８９ａを構成するケース部
）を回動させることで調整可能となっている。すなわち、発射付勢部８９ａ（具体的には
、発射付勢部８９ａを構成するケース部）を回動させることで、発射付勢バネの付勢力を
調整して、遊技球の発射勢を調整できるよう構成されている。
【００８２】
　発射付勢部８９ａを構成するケース部は、発射操作ハンドル１と連動して回動する調整
受部８９ｂの回動に伴い、回動するよう構成されている。
　調整受部８９ｂは、取付プレート８１に回動可能に固定された部材であり、取付プレー
ト８１の前面側に配設され、発射操作ハンドル１の回動伝達部材６００（後述）が嵌合す
る略円形状の嵌合受部と、取付プレート８１の後面側に配設された略円形状の調整歯車と
、前後方向に沿って取付プレート８１に貫通する回転軸部と、を備えて構成される。
　回転軸部は、当該回転軸部の一端部（前端部）が、取付プレート８１に対して平行に配
設された嵌合受部の中心に固定され、他端部（後端部）が、取付プレート８１に対して平
行に配設された調整歯車の中心に固定されている。そして、発射操作ハンドル１の回動伝
達部材６００が嵌合受部に嵌合した状態（すなわち、発射操作ハンドル１と調整受部８９
ｂとが接続した状態）において、発射操作ハンドル１が回動操作されると、当該操作に連
動して、調整受部８９ｂ全体が回動するように構成されている。
【００８３】
　発射操作ハンドル１に連動した調整受部８９ｂの回動は、伝達部材８９ｃによって発射
付勢部８９ａに伝達される。
　伝達部材８９ｃは、取付プレート８１に対して平行に配設された状態で当該取付プレー
ト８１の後面側に回動可能に固定された歯車であり、伝達部材８９ｃの歯は、調整受部８
９ｂを構成する調整歯車の歯と、発射付勢部８９ａを構成するケース部の外周面に突設さ
れた歯車の歯と、の双方に噛み合うよう構成されている。
【００８４】
　なお、本実施形態では、例えば図３（ｂ）に示すように、伝達部材８９ｃの歯を、調整
受部８９ｂを構成する調整歯車の歯に噛み合う部分と、発射付勢部８９ａを構成するケー
ス部の外周面に突設された歯車の歯に噛み合う部分と、にのみ形成するよう構成したが、
これに限ることはなく、調整受部８９ｂを構成する調整歯車の歯と、発射付勢部８９ａを
構成するケース部の外周面に突設された歯車の歯と、の双方に噛み合うのであれば伝達部
材８９ｃの歯を形成する部分は任意であり、例えば、伝達部材８９ｃとして、外周面全域
に亘って歯が形成された略円形状の部材を用いることも可能である。
【００８５】
　また、本実施形態では、調整受部８９ｂを構成する調整歯車の歯を、当該調整歯車の外
周面のうち調整受部８９ｂの回動範囲に対応する部分にのみ形成するよう構成したが、こ
れに限ることはなく、少なくとも調整受部８９ｂの回動範囲に対応する部分を含んでいる
のであれば調整歯車の歯を形成する部分は任意であり、例えば、当該調整歯車の外周面全
域に亘って歯を形成することも可能である。ここで、調整受部８９ｂの回動範囲は、発射
操作ハンドル１の操作性等に応じて設定される。
【００８６】
　また、本実施形態では、発射付勢部８９ａを構成するケース部の外周面に突設された歯
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車の歯を、当該ケース部の外周面のうち発射付勢部８９ａの回動範囲に対応する部分にの
み形成するよう構成したが、これに限ることはなく、少なくとも発射付勢部８９ａの回動
範囲に対応する部分を含んでいるのであれば歯車の歯を突設する部分は任意であり、例え
ば、当該ケース部の外周面全域に亘って歯車の歯を突設することも可能である。
【００８７】
＜発射操作ハンドル＞
　発射操作ハンドル１は、下部パネル１２ａの前面右側に設けられ、例えば図４、図５に
示すように、下部パネル１２ａのハンドル取付部に回動操作不能に固定されるベース部材
１００と、ベース部材１００の前側に、ベース部材１００に対して回動操作可能に取り付
けられた操作補助部材２００と、操作補助部材２００の前側に、ベース部材１００に対し
て回動操作可能に取り付けられた回動操作部材３００と、回動操作部材３００の前側に取
り付けられた装飾部材４００と、を備えて構成される。
　ベース部材１００に対して回動操作可能に取り付けられた部材のうち、回動操作部材３
００は、発射装置８０による遊技球の発射勢を調整するための部材であり、操作補助部材
２００は、当該操作補助部材２００の回動角度を基準として回動操作部材３００の回動操
作を行うことを可能とするための部材である。
【００８８】
　さらに、発射操作ハンドル１は、操作補助部材２００と回動操作部材３００との独立し
た回動を規制するための回動規制部材５００と、回動操作部材３００の回動を発射装置８
０に伝達するための回動伝達部材６００と、回動操作部材３００を回動初期位置に復帰さ
せるための付勢部材としての初期位置復帰バネ７００と、等を備えて構成される。
【００８９】
　なお、以下の説明では、遊技機１０を正面から見た場合であって、操作補助部材２００
や回動操作部材３００が回動初期位置にある場合に、上になる側を上側、下になる側を下
側、左になる側を左側、右になる側を右側とする。また、操作補助部材２００や回動操作
部材３００の半径方向を径方向、操作補助部材２００や回動操作部材３００の円周方向を
周方向とする。
【００９０】
＜操作補助部材＞
　操作補助部材２００は、回動操作部材３００の回動軸と同軸上に回動可能に支持され、
当該回動操作部材３００と回動軸方向（前後方向）に並ぶ部材（第２操作部材）である。
　具体的には、操作補助部材２００は、例えば図６、図１１（ｂ）に示すように、外形が
略円盤形状を呈してなる操作補助本体部２１０と、操作補助本体部２１０の外周面の所定
位置から外側方向に突出するよう形成された第２操作突起部２２０及び第２取付突起部２
３０と、を備えて構成される。
【００９１】
　操作補助本体部２１０は、例えば図６、図１１（ｂ）に示すように、略円形状の第２底
部２１０ａと、第２底部２１０ａの外周端面から後側に向けて突設された第２外周部２１
０ｂと、により構成されている。すなわち、操作補助本体部２１０の内部には、後部に開
口を有する凹室状の空間が形成されている。
　そして、操作補助本体部２１０は、操作補助部材２００や回動操作部材３００の回動軸
を構成する回動軸部材としてのハンドルシャフト３５０が前後方向に沿って挿通される第
２回動軸挿通部２１１と、第２底部２１０ａの前面の所定位置から前側に向けて突設され
た係合突部２１２と、第２底部２１０ａの後面の所定位置から後側に向けて突設された回
動規制受部２１３及びスイッチ押圧突部２１４と、を有している。
【００９２】
　第２回動軸挿通部２１１は、例えば図１１（ｂ）に示すように、第２底部２１０ａの略
中央部に設けられた略円形状の貫通孔２１１ａと、第２底部２１０ａの後面のうち当該貫
通孔２１１ａの縁部から後側に向けて突設された回動軸受部２１１ｂと、により構成され
ている。
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【００９３】
　第２回動軸挿通部２１１の貫通孔２１１ａの径は、ハンドルシャフト３５０の径よりも
大径となるよう設定されている。これにより、操作補助部材２００は、貫通孔２１１ａに
ハンドルシャフト３５０が挿通された状態において、当該ハンドルシャフト３５０に対し
て回動可能となっている。
【００９４】
　第２回動軸挿通部２１１の貫通孔２１１ａに挿通されたハンドルシャフト３５０は、当
該貫通孔２１１ａの後側で第２回動軸挿通部２１１の回動軸受部２１１ｂによって支持さ
れている。これにより、ハンドルシャフト３５０の操作補助部材２００に対するぐらつき
を抑制することが可能となっている。
　なお、本実施形態では、第２回動軸挿通部２１１の回動軸受部２１１ｂの突出量を、当
該回動軸受部２１１ｂの先端面（後端面）が、第２外周部２１０ｂの後端面よりも前側に
位置する量に設定したが、これに限ることはなく、例えば、当該回動軸受部２１１ｂの先
端面の位置が、第２外周部２１０ｂの後端面の位置と前後方向に略一致する量に設定する
ことも可能である。
【００９５】
　係合突部２１２は、例えば図６に示すように、第２底部２１０ａの前面の所定位置から
突出する略円柱形状のピンである。
　本実施形態において、係合突部２１２は、第２底部２１０ａの前面における操作補助部
材２００の回動軸から径方向に離間した位置のうち、第２回動軸挿通部２１１の貫通孔２
１１ａの右方であるとともに当該貫通孔２１１ａよりも若干上側の位置から前側に向けて
突設されている。すなわち、係合突部２１２は、操作補助部材２００の回動軸から径方向
に離間した位置から、回動操作部材３００に向けて突出している。
　また、本実施形態において、係合突部２１２の突出量は、例えば図７（ａ）に示すよう
に、操作補助部材２００の前側に回動操作部材３００を取り付けた状態において、当該係
合突部２１２の先端面（前端面）の位置が、回動操作部材３００の係合突部受部３１２ｂ
（後述）の先端面（前端面）の位置と前後方向に略一致する量に設定されている。
【００９６】
　回動規制受部２１３は、例えば図１１（ｂ）に示すように、第２底部２１０ａの後面の
所定位置から突出する略円筒形状のピンである。
　本実施形態において、回動規制受部２１３は、第２底部２１０ａの後面における操作補
助部材２００の回動軸から径方向に離間した位置のうち、第２回動軸挿通部２１１の貫通
孔２１１ａのほぼ直上の位置から後側に向けて突設されている。すなわち、回動規制受部
２１３は、操作補助部材２００の回動軸から径方向に離間した位置から、ベース部材１０
０に向けて突出している。
　また、本実施形態において、回動規制受部２１３の突出量は、例えば図１４に示すよう
に、ベース部材１００の前側に操作補助部材２００を取り付けた状態において、ベース部
材１００の回動幅規制部１２４（後述）内に配置されるが、ベース部材１００の底壁部１
２１ａ（後述）の前面には接しない量に設定されている。
【００９７】
　スイッチ押圧突部２１４は、例えば図１１（ｂ）に示すように、第２底部２１０ａの後
面の所定位置から突出する略円柱形状のピンである。
　本実施形態において、スイッチ押圧突部２１４は、第２底部２１０ａの後面における操
作補助部材２００の回動軸から径方向に離間した位置のうち、第２回動軸挿通部２１１の
貫通孔２１１ａの左方であるとともに当該貫通孔２１１ａよりも下側の位置から後側に向
けて突設されている。すなわち、スイッチ押圧突部２１４は、操作補助部材２００の回動
軸から径方向に離間した位置から、ベース部材１００に向けて突出している。
　また、本実施形態において、スイッチ押圧突部２１４の突出量は、例えば図８（ａ）に
示すように、回動規制受部２１３の突出量と略同一となるよう設定されている。
【００９８】
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　第２操作突起部２２０は、例えば図４～図６に示すように、操作補助本体部２１０の第
２外周部２１０ｂから外側方向に突出した状態で設けられ、少なくとも当該第２操作突起
部２２０の突出端がベース部材１００の円環外周部１２２ａ（後述）よりも外側に位置し
ている。
　この第２操作突起部２２０は、操作補助部材２００を回動操作する際の操作性を向上さ
せるために設けられたものであり、操作補助部材２００の時計回り方向への回動操作を容
易とするために、左側面が遊技者の指が引っ掛かり易いように湾曲した形状をなしている
。
【００９９】
　具体的には、操作補助部材２００は、第２操作突起部２２０として、周方向に所定間隔
を空けて配設された第２並設突起部２２１と第２独立突起部２２２とを備えている。
　第２並設突起部２２１は、操作補助部材２００の回動角度が回動操作部材３００の回動
角度と同一である場合において、回動操作部材３００の第１操作突起部３２０（後述）と
回動軸方向（前後方向）に並ぶよう、第２外周部２１０ｂの上側部分から突出している。
　第２独立突起部２２２は、操作補助部材２００の回動角度が回動操作部材３００の回動
角度と同一である場合において、回動操作部材３００の第１操作突起部３２０（後述）と
回動軸方向（前後方向）の並ばないよう、第２外周部２１０ｂの左側部分から突出してい
る。
【０１００】
　ここで、本実施形態において、第２並設突起部２２１は、例えば図１１（ｂ）、図１４
に示すように、当該第２並設突起部２２１の後面の位置が、ベース部材１００の円環外周
部１２２ａ（後述）の後端面の位置と前後方向に略一致するよう、操作補助本体部２１０
の第２外周部２１０ｂよりもベース部材１００側（後側）に突出している。
　また、本実施形態において、第２独立突起部２２２は、例えば図７（ａ）、図１１（ｂ
）に示すように、当該第２独立突起部２２２の前面の位置が、回動操作部材３００の回動
操作本体部３１０（後述）の前端面の位置と前後方向に略一致するよう、操作補助本体部
２１０の第２外周部２１０ｂよりも回動操作部材３００側（前側）に突出している。
【０１０１】
　第２取付突起部２３０は、例えば図６に示すように、操作補助本体部２１０の第２外周
部２１０ｂから外側方向に突出した状態で設けられ、少なくとも当該第２取付突起部２３
０の突出端がベース部材１００の円環外周部１２２ａ（後述）よりも外側に位置している
。
　この第２取付突起部２３０は、操作補助部材２００に回動規制部材５００を装着するた
めに設けられている。本実施形態において、第２取付突起部２３０は、例えば図６、図８
（ａ），（ｂ）、図１１（ｂ）に示すように、操作補助本体部２１０の第２外周部２１０
ｂのうち第２回動軸挿通部２１１のほぼ直下の部分を、下側に向けて突出させることによ
り形成されている。したがって、例えば図６に示すように、第２取付突起部２３０の底面
部（下面部）と、操作補助本体部２１０の第２底部２１０ａの外周端面のうち当該底面部
と対向する部分と、は離間しており、間隙２００ａが形成されている。そして、第２取付
突起部２３０の底面部は、操作補助本体部２１０の第２底部２１０ａの外形に合わせて湾
曲している。
【０１０２】
　第２取付突起部２３０の底面部の左右方向略中央部には、例えば図１１（ｂ）に示すよ
うに、当該底面部の前後方向中央よりも前側の所定位置から当該底面部の後端までに亘り
、前後方向に沿ってスリット部２３０ａが形成されている。
　また、第２取付突起部２３０は、例えば図６、図１１（ｂ）に示すように、操作補助部
材２００に装着される回動規制部材５００を位置決めするための位置決め部２３１を有し
ている。具体的には、位置決め部２３１は、間隙２００ａの厚み（径方向の長さ）を狭め
るように、操作補助本体部２１０の第２底部２１０ａの外周端面のうち第２取付突起部２
３０の底面部に対向する部分に形成されている。
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　以下、「間隙２００ａ」は、位置決め部２３１によって厚みが狭められた状態の間隙を
指すこととする。
【０１０３】
＜回動操作部材＞
　回動操作部材３００は、ベース部材１００に対して回動可能に支持され、遊技球の発射
勢を調整するための部材（第１操作部材）である。
　具体的には、回動操作部材３００は、例えば図６に示すように、外形が略円盤形状を呈
してなる回動操作本体部３１０と、回動操作本体部３１０の外周面の所定位置から外側方
向に突出するよう形成された第１操作突起部３２０及び第１取付突起部３３０と、を備え
て構成される。
【０１０４】
　回動操作本体部３１０は、例えば図６に示すように、操作補助部材２００の第２底部２
１０ａと略同形状の第１底部３１０ａと、当該第１底部３１０ａの外周端面から前側に向
けて突設された第１外周部３１０ｂと、により構成されている。すなわち、回動操作本体
部３１０の内部には、前部に開口を有する凹室状の空間が形成されている。
　そして、回動操作本体部３１０は、操作補助部材２００や回動操作部材３００の回動軸
を構成する回動軸部材としてのハンドルシャフト３５０が前後方向に沿って挿通される第
１回動軸挿通部３１１と、操作補助部材２００の係合突部２１２が前後方向に沿って挿通
される係合受部３１２と、装飾部材４００の嵌合突起部４０１（後述）が周方向に沿って
挿通される嵌合受部３１３と、を有している。
【０１０５】
　ここで、ハンドルシャフト３５０は、例えば図６に示すように、略円柱形状に形成され
た棒状部材であり、操作補助部材２００や回動操作部材３００の回動軸を構成する。ハン
ドルシャフト３５０の両端部はそれぞれ、当該ハンドルシャフト３５０の長手方向に沿っ
て切り欠かれて当該長手方向に直交する断面が略Ｄ字形状に形成されている。
【０１０６】
　また、ハンドルシャフト３５０の一端部（回動操作部材３００に挿通される側の端部）
の外周面のうちの曲面部分には、例えば図６に示すように、周方向に沿って溝部３５０ａ
が形成されている。この溝部３５０ａは、回動操作部材３００に挿通されたハンドルシャ
フト３５０が当該回動操作部材３００から抜けてしまうことを防止するためのＥリング等
の抜け止め具３５１が嵌まるよう構成されている。
【０１０７】
　なお、本実施形態において、ハンドルシャフト３５０の一端部（回動操作部材３００に
挿通される側の端部）の先端は、例えば図６、図８（ａ）に示すように、面取りされてい
る。これにより、ハンドルシャフト３５０の一端部が、操作補助部材２００の第２回動軸
挿通部２１１や回動操作部材３００の第１回動軸挿通部３１１に挿通し易くなるので、操
作補助部材２００や回動操作部材３００にハンドルシャフト３５０を取り付ける際の作業
性が向上する。
【０１０８】
　また、ハンドルシャフト３５０の他端部（回動伝達部材６００に挿入される側の端部）
の先端は、例えば図８（ａ）に示すように、面取りされている。これにより、ハンドルシ
ャフト３５０の他端部が、回動伝達部材６００に挿通し易くなるので、ハンドルシャフト
３５０に回動伝達部材６００を取り付ける際の作業性が向上する。
　また、ハンドルシャフト３５０の他端部には、例えば図８（ａ）に示すように、ネジ受
部３５０ｂが設けられている。このネジ受部３５０ｂは、ハンドルシャフト３５０に回動
伝達部材６００を固定するための止めネジ８０１が螺合するよう構成されている。
【０１０９】
　第１回動軸挿通部３１１は、例えば図６に示すように、第１底部３１０ａの略中央部に
設けられた略Ｄ字形状の貫通孔３１１ａと、第１底部３１０ａの前面のうち当該貫通孔３
１１ａの縁部から前側に向けて突設された回動軸受部３１１ｂと、により構成されている
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。
【０１１０】
　第１回動軸挿通部３１１の貫通孔３１１ａは、ハンドルシャフト３５０の一端部（回動
操作部材３００に挿通される側の端部）の外形に合わせて略Ｄ字形状に形成されている。
これにより、回動操作部材３００は、貫通孔３１１ａにハンドルシャフト３５０が挿通さ
れた状態において、当該ハンドルシャフト３５０に対して回動不能となっている。すなわ
ち、回動操作部材３００が回動操作されると、ハンドルシャフト３５０も当該回動操作部
材３００と一緒に回動（共回り）するよう構成されている。
【０１１１】
　第１回動軸挿通部３１１の貫通孔３１１ａに挿通されたハンドルシャフト３５０は、当
該貫通孔３１１ａの前側で第１回動軸挿通部３１１の回動軸受部３１１ｂによって支持さ
れている。これにより、ハンドルシャフト３５０の回動操作部材３００に対するぐらつき
を抑制することが可能となっている。
　なお、本実施形態では、第１回動軸挿通部３１１の回動軸受部３１１ｂの突出量を、当
該回動軸受部３１１ｂの先端面（前端面）が、第１外周部３１０ｂの前端面よりも後側に
位置する量に設定したが、これに限ることはなく、例えば、当該回動軸受部３１１ｂの先
端面の位置が、第１外周部３１０ｂの前端面の位置と前後方向に略一致する量に設定する
ことも可能である。
【０１１２】
　係合受部３１２は、例えば図６に示すように、第１底部３１０ａの所定位置に設けられ
た長穴状の貫通孔３１２ａと、第１底部３１０ａの前面のうち当該貫通孔３１２ａの縁部
から前側に向けて突設された係合突部受部３１２ｂと、により構成されており、操作補助
部材２００の係合突部２１２が前後方向に沿って挿通することによって、当該係合突部２
１２と係合する。
【０１１３】
　ここで、係合受部３１２の貫通孔３１２ａは、回動操作部材３００と操作補助部材２０
０とを相対回動させた場合における係合突部２１２の移動軌跡上のうち、当該相対回動が
所定の回動角度の範囲内で行われる位置に設けられている。すなわち、係合受部３１２は
、回動操作部材３００の回動軸から径方向に離間した位置に設けられている。
　具体的には、係合受部３１２の貫通孔３１２ａは、例えば図９（ａ）に示すように、回
動操作部材３００の回動角度が操作補助部材２００の回動角度と同一である場合において
、長穴状の当該貫通孔３１２ａの一端部に係合突部２１２が当接するとともに、例えば図
９（ｂ）に示すように、回動操作部材３００と操作補助部材２００との相対回動の回動角
度が所定の第１許容上限角度になった場合において、長穴状の当該貫通孔３１２ａの他端
部に係合突部２１２が当接する位置に形成されている。
【０１１４】
　すなわち、回動操作部材３００の係合受部３１２と操作補助部材２００の係合突部２１
２とによって、回動操作部材３００と操作補助部材２００との相対回動を所定の回動角度
の範囲内（すなわち、０°から第１許容上限角度までの範囲内）で許容する相対回動許容
機構が構成されている。
【０１１５】
　また、例えば図９（ａ），（ｂ）に示すように、係合受部３１２の係合突部受部３１２
ｂのうち、貫通孔３１１ａの一端部に当接した係合突部２１２に当接する部分及び貫通孔
３１１ａの他端部に当接した係合突部２１２に当接する部分が、係合突部２１２の移動軌
跡上に所定角度離間させた状態で配置される１対の当接受部３１２ｂ１，３１２ｂ１とな
っている。すなわち、係合突部受部３１２ｂは、１対の当接受部３１２ｂ１，３１２ｂ１
と、当接受部３１２ｂ１同士を結合する１対の結合部３１２ｂ２，３１２ｂ２と、により
構成されている。
　なお、本実施形態では、係合突部受部３１２ｂを、１対の当接受部３１２ｂ１，３１２
ｂ１と、当接受部３１２ｂ１同士を結合する１対の結合部３１２ｂ２，３１２ｂ２と、に
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より構成したが、これに限ることはなく、１対の当接受部３１２ｂ１，３１２ｂ１のみで
構成することも可能である。
【０１１６】
　具体的には、本実施形態において、係合受部３１２は、例えば図６に示すように、回動
操作本体部３１０の第１底部３１０ａのうち、第１回動軸挿通部３１１の上側に設けられ
たリブ３１０ａ１（後述）と、第１回動軸挿通部３１１の右側に設けられたリブ３１０ａ
１（後述）と、に挟まれた領域に設けられている。
【０１１７】
　なお、前述したように、本実施形態では、係合突部２１２の突出量を、操作補助部材２
００の前側に回動操作部材３００を取り付けた状態において、当該係合突部２１２の先端
面（前端面）の位置が、回動操作本体部３１０の係合突部受部３１２ｂの先端面（前端面
）の位置と前後方向に略一致する量に設定したが、これに限ることはなく、係合突部２１
２が１対の当接受部３１２ｂ１，３１２ｂ１の間に配置されるのであれば、当該係合突部
２１２の先端面（前端面）が、回動操作本体部３１０の係合突部受部３１２ｂの先端面（
前端面）よりも後側に位置する量に設定することも可能であるし、前側に位置する量に設
定することも可能である。
【０１１８】
　嵌合受部３１３は、例えば図６に示すように、第１底部３１０ａの前面に設けられたリ
ブ３１０ａ１を切り欠くことによって形成された貫通孔である。
　ここで、回動操作本体部３１０の第１底部３１０ａは、第１回動軸挿通部３１１から放
射状に設けられた４本のリブ３１０ａ１を有している。そして、この４本のリブ３１０ａ
１のそれぞれには、当該リブ３１０ａ１の先端部（第１外周部３１０ｂ側の端部）のうち
の後側（第１底部３１０ａ側）を切り欠くことにより、周方向に沿って貫通する嵌合受部
３１３が形成されている。
【０１１９】
　具体的には、本実施形態において、第１底部３１０ａは、例えば図６に示すように、第
１回動軸挿通部３１１の上側と下側との双方に上下方向に沿って設けられたリブ３１０ａ
１，３１０ａ１と、第１回動軸挿通部３１１の左側と右側との双方に左右方向に沿って設
けられたリブ３１０ａ１，３１０ａ１と、を有している。
【０１２０】
　なお、本実施形態では、例えば図８（ａ），（ｂ）に示すように、第１底部３１０ａの
うち嵌合受部３１３と前後方向に並ぶ部分が貫通孔になっており、この貫通孔を介して回
動操作部材３００の後側から嵌合受部３１３を視認可能となっているが、これに限ること
はなく、このような貫通孔を設けずに第１底部３１０ａを構成することも可能である。
【０１２１】
　第１操作突起部３２０は、例えば図４～図６に示すように、回動操作本体部３１０の第
１外周部３１０ｂから外側方向に突出した状態で設けられ、少なくとも当該第１操作突起
部３２０の突出端がベース部材１００の円環外周部１２２ａ（後述）よりも外側に位置し
ている。
　この第１操作突起部３２０は、回動操作部材３００を回動操作する際の操作性を向上さ
せるために設けられたものであり、回動操作部材３００の時計回り方向への回動操作を容
易とするために、左側面が遊技者の指が引っ掛かり易いように湾曲した形状をなしている
。
【０１２２】
　具体的には、回動操作部材３００は、第１操作突起部３２０として、周方向に所定間隔
を空けて配設された第１並設突起部３２１と第１独立突起部３２２とを備えている。
　第１並設突起部３２１は、回動操作部材３００の回動角度が操作補助部材２００の回動
角度と同一である場合において、操作補助部材２００の第２操作突起部２２０（具体的に
は第２並設突起部２２１）と回動軸方向（前後方向）に並ぶよう、第１外周部３１０ｂの
上側部分から突出している。
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　第１独立突起部３２２は、回動操作部材３００の回動角度が操作補助部材２００の回動
角度と同一である場合において、操作補助部材２００の第２操作突起部２２０と回動軸方
向（前後方向）の並ばないよう、第１外周部３１０ｂの右側部分から突出している。
【０１２３】
　ここで、本実施形態において、第１独立突起部３２２は、例えば図４、図５に示すよう
に、当該第１独立突起部３２２の後面の位置が、操作補助部材２００の操作補助本体部２
１０の後端面の位置と前後方向に略一致するよう、回動操作本体部３１０の第１外周部３
１０ｂよりも操作補助部材２００側（後側）に突出している。
【０１２４】
　第１取付突起部３３０は、例えば図６に示すように、回動操作本体部３１０の第１外周
部３１０ｂから外側方向に突出した状態で設けられ、少なくとも当該第１取付突起部３３
０の突出端がベース部材１００の円環外周部１２２ａ（後述）よりも外側に位置している
。
　この第１取付突起部３３０は、回動操作部材３００に回動規制部材５００を装着するた
めに設けられている。本実施形態において、第１取付突起部３３０は、例えば図６、図８
（ａ），（ｂ）に示すように、回動操作本体部３１０の第１外周部３１０ｂのうち第１回
動軸挿通部３１１のほぼ直下の部分から、下側に向けて突設されている。そして、第１取
付突起部３３０の外面は、操作補助部材２００の第２取付突起部２３０の外面と略面一と
なっている。すなわち、第１取付突起部３３０の底面部（下面部）は、回動操作本体部３
１０の第１底部３１０ａの外形に合わせて湾曲している。
【０１２５】
　第１取付突起部３３０の内部には、回動操作部材３００に装着される回動規制部材５０
０の挿入端部（先端部）が係合する規制部材係合部３３０ａとして、後部に開口を有する
凹室状の空間が形成されている。
　この規制部材係合部３３０ａは、操作補助部材２００の回動角度と回動操作部材３００
の回動角度とが同一である場合において、操作補助部材２００の間隙２００ａと前後方向
に略一致するよう形成されている。すなわち、規制部材係合部３３０ａは、回動操作本体
部３１０の第１底部３１０ａの外形に合わせて湾曲しているとともに、規制部材係合部３
３０ａの幅（周方向の長さ）は、操作補助部材２００の間隙２００ａの幅（周方向の長さ
）と略同一となるよう設定され、規制部材係合部３３０ａの厚み（径方向の長さ）は、操
作補助部材２００の間隙２００ａの厚み（径方向の長さ）と略同一となるよう設定されて
いる。
【０１２６】
＜装飾部材＞
　装飾部材４００は、回動操作部材３００の第１底部３１０ａを前側から被覆するように
取り付けられる部材である。
　具体的には、装飾部材４００は、例えば図４、図５、図７（ｂ）に示すように、外形が
、正面視にて略円形状をなす、前側に膨出されたドーム形状を呈してなり、当該装飾部材
４００の内部には、後部に開口を有する凹室状の空間が形成されている。
【０１２７】
　本実施形態において、装飾部材４００は、当該装飾部材４００の後端部（開放端部）に
、嵌合突起部４０１を有している。
　具体的には、装飾部材４００は、例えば図７（ｂ）に示すように、当該装飾部材４００
の後端部に周方向に等間隔を空けて設けられた４つの切欠部４００ａを有している。切欠
部４００ａは、装飾部材４００の後端を前側に向けて略コ字形状に切り欠くことによって
形成されてなり、この４つの切欠部４００ａのそれぞれには、当該切欠部４００ａの内面
のうち前後方向に沿う内面の一方に、周方向（本実施形態では前面側から見て時計回り方
向）に突出する嵌合突起部４０１が設けられている。
【０１２８】
　嵌合突起部４０１の形状は、当該嵌合突起部４０１を回動操作部材３００の嵌合受部３
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１３に挿入嵌合可能となる形状に設定されている。
　また、嵌合突起部４０１の突出量は、回動操作部材３００のリブ３１０ａ１の幅（周方
向の長さ）と同等又はそれ以上となる量に設定されている。
　また、嵌合突起部４０１の先端面と、切欠部４００ａの内面のうち前後方向に沿う内面
の他方（すなわち、切欠部４００ａの内面のうち当該先端面と対向する内面）と、の間の
隙間の幅は、回動操作部材３００のリブ３１０ａ１の幅（周方向の長さ）よりも大きくな
るよう設定されている。これにより、嵌合突起部４０１の先端面と、切欠部４００ａの内
面のうち当該先端面と対向する内面と、の間の隙間に後側からリブ３１０ａ１を挿入可能
となっている。
　また、嵌合突起部４０１の前側面と、切欠部４００ａの内面のうち周方向に沿う内面と
、の間の隙間の幅は、回動操作部材３００のリブ３１０ａ１の先端部分（リブ３１０ａ１
のうち嵌合受部３１３と前後方向に並ぶ部分）の前後方向の長さよりも大きくなるよう設
定されている。これにより、嵌合突起部４０１の前側面と、切欠部４００ａの内面のうち
周方向に沿う内面と、の間の隙間にリブ３１０ａ１の先端部分を挿入可能となっている。
【０１２９】
　ここで、装飾部材４００の取り付け方の一例について説明する。
　まず、装飾部材４００で回動操作部材３００の第１底部３１０ａを前側から被覆した状
態において、嵌合突起部４０１の先端面と、切欠部４００ａの内面のうち当該先端面と対
向する内面と、の間の隙間が、リブ３１０ａ１に対向するよう装飾部材４００を位置決め
する。そして、当該位置決めした状態において、装飾部材４００の後端面が第１底部３１
０ａの前面にほぼ当接するまで回動操作部材３００に対して装飾部材４００を後側に移動
させる。これにより、嵌合突起部４０１の先端面と、切欠部４００ａの内面のうち当該先
端面と対向する内面と、の間の隙間にリブ３１０ａ１が挿入される。
【０１３０】
　次いで、装飾部材４００の後端面が第１底部３１０ａの前面にほぼ当接した状態におい
て、回動操作部材３００に対して装飾部材４００を周方向（本実施形態では前面側から見
て時計回り方向）に回動させる。これにより、嵌合突起部４０１が嵌合受部３１３に挿入
されて嵌合突起部４０１と嵌合受部３１３とが嵌合し、装飾部材４００が回動操作部材３
００に固定される。
　このようにして、装飾部材４００を回動操作部材３００に取り付けることができる。
【０１３１】
　なお、本実施形態において、嵌合突起部４０１の先端は、例えば図７（ｂ）に示すよう
に、面取りされている。これにより、嵌合突起部４０１が、回動操作部材３００の嵌合受
部３１３に挿通し易くなるので、回動操作部材３００に装飾部材４００を取り付ける際の
作業性が向上する。
【０１３２】
　また、本実施形態では、嵌合突起部４０１と嵌合受部３１３との嵌合によって、装飾部
材４００を回動操作部材３００に固定するよう構成したが、これに限ることはなく、ネジ
等の部材を用いて装飾部材４００を回動操作部材３００に固定するよう構成してもよい。
【０１３３】
＜回動規制部材＞
　回動規制部材５００は、操作補助部材２００に対して前後方向に移動可能に取り付けら
れ、操作補助部材２００と回動操作部材３００との独立した回動を規制する部材である。
　本実施形態において、回動規制部材５００は、例えば図６、図８（ａ），（ｂ）に示す
ように、操作補助部材２００の間隙２００ａに挿入される回動規制本体部５１０と、当該
回動規制本体部５１０の下面に下側に向けて突設されたつまみ部５２０と、を備えて構成
される。
【０１３４】
　回動規制本体部５１０は、操作補助部材２００の間隙２００ａに挿入される挿入部５１
０ａと、当該挿入部５１０ａの後端面に上側に向けて突設されたストッパ部５１０ｂと、
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により構成されている。
　挿入部５１０ａの形状は、当該挿入部５１０ａを操作補助部材２００の間隙２００ａに
前後方向から挿入嵌合可能となる形状に設定されている。すなわち、挿入部５１０ａは、
操作補助部材２００の第２底部２１０ａの外形に合わせて湾曲しているとともに、挿入部
５１０ａの幅は、操作補助部材２００の間隙２００ａの幅（周方向の長さ）よりも小さく
なるよう設定され、挿入部５１０ａの厚みは、操作補助部材２００の間隙２００ａの厚み
（径方向の長さ）よりも小さくなるよう設定されている。
【０１３５】
　つまみ部５２０は、回動規制本体部５１０のストッパ部５１０ｂの下面のうち左右方向
略中央部から下側に突出しており、回動規制部材５００を操作補助部材２００に対して前
後方向に移動操作する際に遊技者等がつまむつまみ本体部５２０ａと、つまみ本体部５２
０ａと回動規制本体部５１０とを接続する接続部５２０ｂと、により構成されている。
　接続部５２０ｂの形状は、当該接続部５２０ｂが操作補助部材２００のスリット部２３
０ａ内に配置された状態において、当該接続部５２０ｂをスリット部２３０ａに沿って前
後方向にスライド可能な形状に設定されている。すなわち、接続部５２０ｂの長さは、ス
リット部２３０ａの厚み（径方向の長さ）よりも大きくなるよう設定されているとともに
、接続部５２０ｂの幅は、スリット部２３０ａの幅（周方向の長さ）よりも小さくなるよ
う設定されている。
【０１３６】
　回動規制部材５００は、例えば図８（ａ）に示すように、回動規制本体部５１０の挿入
部５１０ａを操作補助部材２００の間隙２００ａに後側から挿入することによって、操作
補助部材２００に装着される。
　この際、つまみ部５２０の接続部５２０ｂも、操作補助部材２００のスリット部２３０
ａ内に挿入されるよう、挿入部５１０ａは、操作補助部材２００の位置決め部２３１によ
って所定位置に位置決めされる。
　また、この際、挿入部５１０ａが、操作補助部材２００の位置決め部２３１と、操作補
助部材２００の第２取付突起部２３０の底面部と、によって挟まれる。これにより、回動
規制部材５００の操作補助部材２００に対するぐらつきを抑制することが可能となってい
る。
【０１３７】
　ここで、回動規制部材５００による、回動操作部材３００と操作補助部材２００との相
対回動の規制について説明する。
　まず、例えば図８（ａ）に示すように挿入部５１０ａを操作補助部材２００の間隙２０
０ａに挿入した状態において、回動規制本体部５１０のストッパ部５１０ｂが操作補助部
材２００の位置決め部２３１にほぼ当接するまで、操作補助部材２００に対して回動規制
部材５００を前側に移動させる。
　この際、つまみ部５２０の接続部５２０ｂも、操作補助部材２００のスリット部２３０
ａの前端面にほぼ当接するよう構成されている。
　この前側への移動によって、回動規制部材５００は、例えば図８（ｂ）に示すように、
挿入部５１０ａの挿入端部（先端部）が、操作補助部材２００の第２底部２１０ａの前面
よりも回動操作部材３００側（前側）に突出して、回動操作部材３００の規制部材係合部
３３０ａに係合する。これにより、発射操作ハンドル１は、回動操作部材３００と操作補
助部材２００との相対回動を規制する規制状態になる。
【０１３８】
　さらに、この規制状態から、回動規制本体部５１０のストッパ部５１０ｂがベース部材
１００にほぼ当接するまで、操作補助部材２００に対して回動規制部材５００を後側に移
動させる。
　この後側への移動によって、例えば図８（ａ）に示すように、挿入部５１０ａの先端面
（前端面）が、操作補助部材２００の第２底部２１０ａの前面と略面一となり、回動規制
部材５００と回動操作部材３００の規制部材係合部３３０ａとの係合が解除される。これ
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により、発射操作ハンドル１は、回動操作部材３００と操作補助部材２００との相対回動
を許容する許容状態になる。
【０１３９】
　すなわち、発射操作ハンドル１は、回動規制部材５００によって、回動操作部材３００
と操作補助部材２００との相対回動を規制する規制状態と、当該相対回動を許容する許容
状態と、に変換可能となっている。
　また、前述したように、回動操作部材３００の規制部材係合部３３０ａは、操作補助部
材２００の回動角度と回動操作部材３００の回動角度とが同一である場合において、操作
補助部材２００の間隙２００ａと前後方向に略一致するよう形成されているので、回動規
制部材５００は、回動操作部材３００及び操作補助部材２００の回動角度が同角度となっ
た場合に、許容状態から規制状態に変換可能に構成されている。
【０１４０】
＜ベース部材＞
　ベース部材１００は、遊技機１０前面に固定状態で配設される部材である。
　具体的には、ベース部材１００は、例えば図４、図５に示すように、下部パネル１２ａ
のハンドル取付部に回動操作不能に固定されるハンドルベース部材１１０と、ハンドルベ
ース部材１１０の前側に、ハンドルベース部材１１０に対して回動操作不能に取り付けら
れたメッキ部材１２０と、により構成されている。
【０１４１】
　ハンドルベース部材１１０は、例えば図１０、図１４に示すように、下部パネル１２ａ
側（後側）となる基端部が略円筒形状に形成されて当該基端部の前端からメッキ部材１２
０側（前側）になるにつれて次第に拡径した形状を呈してなるハンドルベース本体部１１
１と、ハンドルベース本体部１１１の内面のうち前端よりも若干後側の位置から前側に向
けて突設された突設部１１２と、ハンドルベース本体部１１１の内部に前後方向に沿って
配設されたシャフト挿通筒部１１３と、を備えて構成される。
【０１４２】
　突設部１１２は、ハンドルベース部材１１０に取り付けられるメッキ部材１２０を位置
決めして、当該取り付けを行い易くするために設けられている。
　突設部１１２の突出量は、例えば図１４に示すように、当該突設部１１２の先端面（前
端面）がハンドルベース本体部１１１の前端面よりも前側に位置するとともに、ハンドル
ベース本体部１１１の前端面がメッキ部材１２０の円環外周部１２２ａ（後述）の後端面
と当接する量に設定されている。
【０１４３】
　シャフト挿通筒部１１３は、ハンドルベース部材１１０に前後方向に沿ってハンドルシ
ャフト３５０を挿通するために設けられている。
　本実施形態において、シャフト挿通筒部１１３は、当該シャフト挿通筒部１１３の前端
面が、突設部１１２の前端面よりも前側に位置するとともに、当該シャフト挿通筒部１１
３の後端面が、ハンドルベース本体部１１１の後端面よりも前側に位置するように、ハン
ドルベース本体部１１１の内部のうち直径方向略中央部に配設されている。
　なお、本実施形態において、シャフト挿通筒部１１３は、例えば図１４に示すように、
当該シャフト挿通筒部１１３の前端部と後端部との双方に、ベアリングとしてカラー（ブ
ッシュ）３５２，３５３が取り付けられた状態で、ハンドルシャフト３５０が挿通される
よう構成されている。
【０１４４】
　ハンドルベース部材１１０の突設部１１２は、例えば図１０に示すように、当該突設部
１１２のうちシャフト挿通筒部１１３の左方であるとともに当該シャフト挿通筒部１１３
よりも下側の部分に切欠部１１２ａを有している。
　切欠部１１２ａは、突設部１１２の前端を後側に向けて略コ字形状に切り欠くことによ
って形成されてなり、この切欠部１１２ａからは、ハンドルベース部材１１０内に備えら
れた発射停止レバー１３０の被押圧部１３１が飛び出ている。
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【０１４５】
　ここで、発射操作ハンドル１は、例えば図５に示すように、発射装置８０による遊技球
の発射を停止させる際に押圧操作される発射停止レバー１３０と、当該発射停止レバー１
３０が押圧操作されたことを検出するための発射停止スイッチ１４０と、を備えている。
【０１４６】
　発射停止レバー１３０は、当該発射停止レバー１３０の一端部に設けられた被押圧部１
３１がハンドルベース部材１１０の切欠部１１２ａから外側に向けて飛び出た状態で、当
該ハンドルベース部材１１０の内部に回動可能に固定されている。
　本実施形態において、発射停止レバー１３０は、発射停止スイッチ１４０の可動片１４
１によって外側方向に付勢されており、当該可動片１４１の付勢力に抗する力が加わると
内側方向へと回動し、当該可動片１４１の付勢力に抗する力が解除されると外側方向へと
回動するよう構成されている。
【０１４７】
　具体的には、遊技機１０は、遊技者の指等によって発射停止レバー１３０の被押圧部１
３１が内側方向に押圧されると、発射停止レバー１３０が内側方向へと回動するとともに
、発射停止スイッチ１４０の可動片１４１が変形して発射停止スイッチ１４０がＯＮにな
る。そして、被押圧部１３１への押圧が解除されると、可動片１４１の付勢力で発射停止
レバー１３０が外側方向へと回動するとともに、可動片１４１が弾性復帰して発射停止ス
イッチ１４０がＯＦＦになるよう構成されている。
【０１４８】
　また、発射停止レバー１３０には、例えば図１０に示すように、発射停止レバー１３０
の前面から前方向に突出する当接受部１３２が設けられている。
　発射停止レバー１３０の当接受部１３２は、発射操作ハンドル１が組み立てられた状態
において、例えば図１１（ａ）に示すように、メッキ部材１２０の開口部１２５（後述）
を介してメッキ部材１２０の底壁部１２１ａ（後述）の前面よりも操作補助部材２００側
（前側）に突出している。そして、当接受部１３２は、メッキ部材１２０の底壁部１２１
ａ（後述）の前面よりも前側の位置で、操作補助部材２００のスイッチ押圧突部２１４に
よって押圧されるよう構成されている。
【０１４９】
　具体的には、発射停止レバー１３０の当接受部１３２は、操作補助部材２００が回動初
期位置にある場合に、操作補助部材２００のスイッチ押圧突部２１４によって内側方向に
押圧され、操作補助部材２００が回動初期位置から時計回り方向へと回動すると、当該押
圧が解除されるよう構成されている。
【０１５０】
　すなわち、遊技機１０は、例えば図１２（ａ）に示すように、操作補助部材２００が回
動初期位置に戻り操作補助部材２００のスイッチ押圧突部２１４によって発射停止レバー
１３０の当接受部１３２が内側方向に押圧されると、発射停止レバー１３０が内側方向へ
と回動するとともに、発射停止スイッチ１４０の可動片１４１が変形して発射停止スイッ
チ１４０がＯＮになる。そして、例えば図１２（ｂ）に示すように、操作補助部材２００
が回動初期位置から時計回り方向へと回動して当接受部１３２への押圧が解除されると、
可動片１４１の付勢力で発射停止レバー１３０が外側方向へと回動するとともに、可動片
１４１が弾性復帰して発射停止スイッチ１４０がＯＦＦになるよう構成されている。
【０１５１】
　発射停止スイッチ１４０は、発射装置８０の発射制御基板８４に接続されたマイクロス
イッチであり、発射停止レバー１３０が押圧されて当該発射停止スイッチ１４０がＯＮに
なると、押圧検出信号を発射制御基板８４に出力するよう構成されている。なお、発射停
止スイッチ１４０は、マイクロスイッチに限ることはなく、発射停止レバー１３０が押圧
されたことを検出可能なスイッチであれば任意である。
　そして、発射制御基板８４が備えるＣＰＵは、発射装置８０から押圧検出信号が出力さ
れると、発射装置８０の発射モータ８５を制御して、発射装置８０による遊技球の発射を
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停止するよう構成されている。
【０１５２】
　すなわち、操作補助部材２００が回動初期位置にある場合、操作補助部材２００のスイ
ッチ押圧突部２１４によって発射停止レバー１３０の当接受部１３２が内側方向に押圧さ
れているので、発射停止スイッチ１４０から押圧検出信号が出力され、発射装置８０によ
る遊技球の発射を停止されている。
　そして、操作補助部材２００が回動初期位置から時計回り方向へと回動操作されて、発
射停止レバー１３０の当接受部１３２への押圧が解除されると、発射停止スイッチ１４０
からの押圧検出信号の出力が停止され、発射装置８０による遊技球の発射が開始される。
ただし、発射停止レバー１３０の当接受部１３２への押圧が解除されている場合でも、遊
技者の指等によって発射停止レバー１３０の被押圧部１３１が内側方向に押圧されると、
発射停止スイッチ１４０から押圧検出信号が出力され、発射装置８０による遊技球の発射
を停止されるよう構成されている。
【０１５３】
　メッキ部材１２０は、遊技者が発射操作ハンドル１に接触した状態で当該発射操作ハン
ドル１を回動操作しているか否かを検出するための部材である。
　具体的には、メッキ部材１２０の所定位置（本実施形態では、メッキ部材１２０の底壁
部１２１ａ（後述）の後面）には、タッチセンサ１５０が固定されており、このタッチセ
ンサ１５０によって、メッキ部材１２０に遊技者が接触したことを検出できるよう構成さ
れている。
【０１５４】
　タッチセンサ１５０は、発射装置８０の発射制御基板８４に接続された静電容量の変化
を検出可能なセンサであり、メッキ部材１２０に遊技者が接触したことを検出すると、接
触検出信号を発射制御基板８４に出力するよう構成されている。なお、タッチセンサ１５
０は、静電容量の変化を検出可能なセンサに限ることはなく、メッキ部材１２０に遊技者
が接触したことを検出可能なセンサであれば任意である。
　そして、発射制御基板８４が備えるＣＰＵは、発射装置８０の発射モータ８５を制御し
て、タッチセンサ１５０から接触検出信号が出力されている場合は、発射装置８０による
遊技球の発射を実行し、タッチセンサ１５０から接触検出信号が出力されていない場合は
、発射装置８０による遊技球の発射を停止するよう構成されている。
【０１５５】
　すなわち、タッチセンサ１５０から接触検出信号が出力されていない場合は、発射停止
スイッチ１４０からの押圧検出信号の出力の有無にかかわらず、発射装置８０による遊技
球の発射は停止されるよう構成されている。
　また、タッチセンサ１５０から接触検出信号が出力されている場合、発射停止スイッチ
１４０からの押圧検出信号の出力がない時には、発射装置８０により遊技球が発射され、
発射停止スイッチ１４０からの押圧検出信号の出力がある時には、発射装置８０による遊
技球の発射は停止されるよう構成されている。
【０１５６】
　メッキ部材１２０は、例えば図１０、図１４に示すように、操作補助部材２００の第２
外周部２１０ｂ内に配置される有底円環部１２１と、当該有底円環部１２１の後側に配設
され、操作補助部材２００と回動軸方向（前後方向）に並ぶ円環状部１２２と、を備えて
構成される。
【０１５７】
　有底円環部１２１は、例えば図１０、図１４に示すように、略円形状の底壁部１２１ａ
と、底壁部１２１ａの外周端面から前側に向けて突設された外周壁部１２１ｂと、により
構成されている。すなわち、有底円環部１２１は、外形が略円盤形状を呈してなり、当該
有底円環部１２１の内部には、前部に開口を有する凹室状の空間が形成されている。
　そして、有底円環部１２１は、ハンドルシャフト３５０が前後方向に沿って挿通される
シャフト挿通口１２３と、操作補助部材２００の回動規制受部２１３が前側から内部に配



(30) JP 2012-115579 A 2012.6.21

10

20

30

40

50

置される回動幅規制部１２４と、発射停止レバー１３０の当接受部１３２が前後方向に沿
って挿通される開口部１２５と、を有している。
【０１５８】
　シャフト挿通口１２３は、例えば図１０、図１４に示すように、底壁部１２１ａの略中
央部に設けられた略円形状の貫通孔１２３ａと、底壁部１２１ａの前面のうち当該貫通孔
１２３ａの縁部から前側に向けて突設された縁取壁部１２３ｂと、により構成されている
。
【０１５９】
　シャフト挿通口１２３の貫通孔１２３ａの径は、操作補助部材２００の回動軸受部２１
１ｂの外径や、ハンドルベース部材１１０のシャフト挿通筒部１１３の前端部に取り付け
られるカラー（ブッシュ）３５２の外径よりも大径となるよう設定されている。これによ
り、発射操作ハンドル１を組み立てた状態において、シャフト挿通口１２３の内側に、操
作補助部材２００の回動軸受部２１１ｂや、ハンドルベース部材１１０のシャフト挿通筒
部１１３の前端部に取り付けられたカラー（ブッシュ）３５２が配置可能となっている。
【０１６０】
　シャフト挿通口１２３の縁取壁部１２３ｂは、底壁部１２１ａのうちシャフト挿通口１
２３の貫通孔１２３ａの周囲を補強等するために設けられている。
　なお、本実施形態では、シャフト挿通口１２３の縁取壁部１２３ｂの突出量を、当該縁
取壁部１２３ｂの先端面（前端面）の位置が、有底円環部１２１の外周壁部１２１ｂの前
端面の位置と前後方向に略一致する量に設定したが、これに限ることはなく、例えば、当
該縁取壁部１２３ｂの先端面が、有底円環部１２１の外周壁部１２１ｂの前端面よりも後
側に位置する量に設定することも可能である。
【０１６１】
　回動幅規制部１２４は、例えば図１０、図１２に示すように、底壁部１２１ａの前面の
所定位置から前側に向けて突設された囲み壁であり、操作補助部材２００の回動規制受部
２１３の移動を規制することによって、ベース部材１００に対する操作補助部材２００の
回動幅を規制する。
【０１６２】
　ここで、回動幅規制部１２４は、ベース部材１００に対して操作補助部材２００を回動
させた場合における回動規制受部２１３の移動軌跡上のうち、当該回動が所定の回動角度
の範囲内で行われる位置に設けられている。
　具体的には、回動幅規制部１２４は、例えば図１２（ａ）に示すように、ベース部材１
００に対する操作補助部材２００の回動角度が「０°」である場合（すなわち、操作補助
部材２００が回動初期位置にある場合）において、当該回動幅規制部１２４の一端部に回
動規制受部２１３が当接するとともに、例えば図１２（ｂ）に示すように、ベース部材１
００に対する操作補助部材２００の回動角度が第１許容上限角度よりも大きい所定の第２
許容上限角度（本実施形態では１２０°）になった場合において、当該回動幅規制部１２
４の他端部に回動規制受部２１３が当接する位置に形成されている。
【０１６３】
　なお、本実施形態では、回動幅規制部１２４を、底壁部１２１ａの前面の所定位置から
前側に向けて突設された囲み壁で構成したが、これに限ることはなく、例えば、回動規制
受部２１３の移動軌跡上に所定角度離間させた状態で底壁部１２１ａの前面の所定位置か
ら前側に向けて突設された１対の当接受部のみで構成することも可能である。
【０１６４】
　開口部１２５は、例えば図１１（ａ）に示すように、底壁部１２１ａの所定位置に形成
された貫通孔である。
　具体的には、開口部１２５は、底壁部１２１ａのうち、少なくとも発射停止レバー１３
０の当接受部１３２の移動範囲に対応する部分に形成されている。これにより、発射停止
レバー１３０の当接受部１３２の移動が底壁部１２１ａに邪魔されることがないので、発
射停止レバー１３０によって確実に発射停止スイッチ１４０をＯＮ／ＯＦＦすることが可
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能となっている。
【０１６５】
　円環状部１２２は、例えば図１０、図１４に示すように、その外形が有底円環部１２１
の外周壁部１２１ｂの外径よりも大径とされた略円環形状の円環外周部１２２ａと、円環
外周部１２２ａの内面前端部と有底円環部１２１の後面外周端部とを連結する連結部１２
２ｂと、により構成されている。
　そして、円環状部１２２は、当該円環状部１２２の円環外周部１２２ａに、回動操作部
材３００の操作時に第１操作突起部３２０に掛かった遊技者の指を受けることが可能な指
受け部１２６が形成されている。
【０１６６】
　指受け部１２６は、円環状部１２２の外周面（円環外周部１２２ａの外面）のうち、回
動操作部材３００の第１操作突起部３２０に掛かった遊技者の指を受けた際に、当該回動
操作部材３００の回動角度が、発射装置８０にファール球を発射させる発射勢となる位置
に配置されている。
　具体的には、本実施形態において、指受け部１２６は、円環状部１２２の外周面（円環
外周部１２２ａの外面）のうち、シャフト挿通口１２３の貫通孔１２３ａの左方であると
ともに当該貫通孔１２３ａよりも上側の位置から外側に向けて突設されている。
【０１６７】
　なお、本実施形態において、指受け部１２６は、円環状部１２２の円環外周部１２２ａ
に周方向に並ぶ１対の突起部１２６ａ，１２６ａの間に形成される谷部により構成されて
いる。
　この指受け部１２６を構成する突起部１２６ａは、操作補助部材２００の第２操作突起
部２２０や回動操作部材３００の第１操作突起部３２０よりも突出量を抑えた状態で形成
されている。
【０１６８】
　ここで、前述したように、本実施形態において、第２並設突起部２２１は、当該第２並
設突起部２２１の後面の位置が、ベース部材１００の円環外周部１２２ａの後端面の位置
と前後方向に略一致するよう、操作補助本体部２１０の第２外周部２１０ｂよりもベース
部材１００側（後側）に突出している。この第２並設突起部２２１のうち第２外周部２１
０ｂよりもベース部材１００側に突出した部分と、円環外周部１２２ａ（具体的には、円
環外周部１２２ａのうち１対の突起部１２６ａ，１２６ａが形成された部分以外の部分）
と、の間には、例えば図１５に示すように、固定用間隙部１ａが設けられている。この固
定用間隙部１ａの厚み（径方向の長さ）は、所定の大きさ（例えば、コインは挿入できな
いが、厚紙等の所定の固定具Ｋは挿入できる程度の大きさ）に設定されており、発射操作
ハンドル１は、この固定用間隙部１ａに所定の固定具Ｋを挿入することによって、操作補
助部材２００の回動角度を固定できるよう構成されている。すなわち、固定用間隙部１ａ
は、操作補助部材２００の回動を規制して固定状態とするための固定機構として機能する
。
【０１６９】
＜回動伝達部材＞
　回動伝達部材６００は、回動操作部材３００の回動を発射装置８０に伝達するための部
材であり、前側部分にハンドルシャフト３５０が挿入され、後側部分が発射装置８０の調
整受部８９ｂの嵌合受部に嵌合するよう構成されている。
【０１７０】
　具体的には、回動伝達部材６００は、例えば図５、図１３（ａ）、図１４に示すように
、当該回動伝達部材６００の前側部分をなす前側筒部６１０と、当該回動伝達部材６００
の後側部分をなし、前側筒部６１０の外径よりも大径とされた後側筒部６２０と、前側筒
部６１０と後側筒部６２０とを隔てる隔壁部６３０と、を備えて構成される。
【０１７１】
　前側筒部６１０は、例えば図５、図１４に示すように、当該前側筒部６１０の中空部分



(32) JP 2012-115579 A 2012.6.21

10

20

30

40

50

がハンドルシャフト３５０を挿入するためのシャフト挿入部６１１になっている。
　シャフト挿入部６１１は、ハンドルシャフト３５０の他端部（回動伝達部材６００に挿
入される側の端部）の外形に合わせて、前後方向に直交する断面が略Ｄ字形状に形成され
ている。これにより、回動伝達部材６００は、シャフト挿入部６１１にハンドルシャフト
３５０が挿入された状態において、当該ハンドルシャフト３５０に対して回動不能となっ
ている。すなわち、回動操作部材３００が回動操作されて当該回動操作部材３００と一緒
にハンドルシャフト３５０が回動すると、回動伝達部材６００も当該ハンドルシャフト３
５０と一緒に回動するよう構成されている。
【０１７２】
　また、前側筒部６１０は、当該前側筒部６１０の前端部に、外側に向けて突設された鍔
部６１２を有している。これにより、前側筒部６１０に巻回された初期位置復帰バネ７０
０が回動伝達部材６００から抜けてしまうことを防止可能となっている。
【０１７３】
　後側筒部６２０は、例えば図５、図１４に示すように、当該後側筒部６２０の後端面か
ら後側に向けて突設された嵌合片６２１を有している。
　嵌合片６２１は、発射装置８０の調整受部８９ｂの嵌合受部に設けられた穴部に対応し
て複数（本実施形態では３つ）設けられている。これら複数の嵌合片６２１が、発射装置
８０の調整受部８９ｂの嵌合受部に設けられた穴部それぞれに嵌まることによって、発射
操作ハンドル１は、調整受部８９ｂと接続するよう構成されている。
　なお、本実施形態において、各嵌合片６２１の後端部の先端は、例えば図１３（ａ），
（ｂ）に示すように、面取りされている。これにより、嵌合片６２１が、発射装置８０の
調整受部８９ｂの嵌合受部に設けられた穴部に挿入し易くなるので、発射操作ハンドル１
を調整受部８９ｂに取り付ける際の作業性が向上する。
【０１７４】
　隔壁部６３０は、例えば図１４に示すように、当該隔壁部６３０の略中央部に、止めネ
ジ８０１の軸部は前後方向に通過可能で当該止めネジ８０１の頭部は通過不能なネジ孔６
３０ａを有している。
　前述したように、ハンドルシャフト３５０の他端部（回動伝達部材６００に挿入される
側の端部）には、止めネジ８０１用のネジ受部３５０ｂが設けられている。回動伝達部材
６００は、ハンドルシャフト３５０に取り付けられた状態において、例えば図１４に示す
ように、後側筒部６２０の開口した後端部から挿通された止めネジ８０１の軸部を、隔壁
部６３０のネジ孔６３０ａとハンドルシャフト３５０のネジ受部３５０ｂとに螺合するこ
とによって、ハンドルシャフト３５０に固定されるよう構成されている。
【０１７５】
＜初期位置復帰バネ＞
　初期位置復帰バネ７００は、回動操作部材３００を回動初期位置に復帰させるためのね
じりコイルバネ等の付勢部材である。
　初期位置復帰バネ７００は、例えば図１３（ａ），（ｂ）に示すように、当該初期位置
復帰バネ７００のうちコイル状に形成された部分に回動伝達部材６００の前側筒部６１０
が挿通されるとともに、当該初期位置復帰バネ７００のうち一方の先端部分が前側筒部６
１０（具体的には、前側筒部６１０の鍔部６１２）に固定され、他方の先端部分がバネ止
めネジ８０２によってベース部材１００のハンドルベース部材１１０の後端部に固定され
るよう構成されている。これにより、回動伝達部材６００と、回動伝達部材６００と共回
りするハンドルシャフト３５０及び回動操作部材３００と、は初期位置復帰バネ７００に
よって前面側から見て反時計回り方向に付勢されるよう構成されている。
【０１７６】
＜操作例＞
　次に、発射操作ハンドル１の操作の仕方の一例について説明する。
　図１６（ａ）は操作補助部材２００及び回動操作部材３００が回動初期位置にある場合
、図１６（ｂ）はファール球を発射する場合、図１７（ａ）は通常打ち球到達領域Ｒ１を
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狙って遊技球を発射する場合、図１７（ｂ）は右打ち球到達領域Ｒ２を狙って遊技球を発
射する場合の発射操作ハンドル１の状態を示す。
【０１７７】
　遊技者は、まず、例えば図１６（ａ）に示すように、右手の各指のうち、親指Ｆ１を操
作補助部材２００の第２独立突起部２２２の湾曲した左側面に引っ掛け、人差し指Ｆ２を
回動操作部材３００の第１並設突起部３２１及び操作補助部材２００の第２並設突起部２
２１の湾曲した左側面に引っ掛け、中指Ｆ３及び薬指Ｆ４を回動操作部材３００の第１並
設突起部３２１と小指Ｆ５との間に配置し、小指Ｆ５を回動操作部材３００の第１独立突
起部３２２の湾曲した左側面に引っ掛ける。
【０１７８】
　そして、ファール球を発射する場合は、例えば図１６（ｂ）に示すように、操作補助部
材２００の第２独立突起部２２２の湾曲した左側面に引っ掛かっている親指Ｆ１がメッキ
部材１２０の指受け部１２６に配置されるまで、回動操作部材３００及び操作補助部材２
００を時計回り方向へと回動させる。
　このように、操作補助部材２００の第２独立突起部２２２に引っ掛かっている親指Ｆ１
をメッキ部材１２０の指受け部１２６に配置するだけの簡単な操作で、ファール球を発射
することができる。これにより、遊技終了時等に遊技機１０内に残った遊技球をファール
球として発射して簡単に回収することができるので、遊技者は損することなく遊技を終了
等することが可能となる。なお、指受け部１２６が設けられていなくてもファール球は発
射できるが、指受け部１２６が設けられていないと発射勢の調整が行い難い。発射勢の調
整が行い難いと、ファール球を発射しようとしたにもかかわらず、遊技球が遊技領域に飛
入した後に入賞口に入賞してしまって、遊技が終了し難くなってしまう等の不都合が生じ
る場合がある。これに対し、本実施形態のように、指受け部１２６を設けて簡単にファー
ル球を発射できるよう構成することで、遊技者が損してしまうことを防止することが可能
となるとともに、遊技を終了し難くなってしまう等の不都合を回避することも可能となる
。
【０１７９】
　また、通常打ち球到達領域Ｒ１を狙って遊技球を発射する場合は、例えば図１７（ａ）
に示すように、遊技球が通常打ち球到達領域Ｒ１に到達するよう、回動操作部材３００及
び操作補助部材２００を時計回り方向へと回動させる等して回動操作部材３００及び操作
補助部材２００の回動角度を調整することにより、遊技球の発射勢を調整する。
　以下、回動角度のうち、通常打ち球到達領域Ｒ１を狙って遊技球が発射される所望の回
動角度を、通常打ち用回動角度という。
【０１８０】
　なお、ファール球を発射する場合や、通常打ち球到達領域Ｒ１を狙って遊技球を発射す
る場合は、操作補助部材２００の第２取付突起部２３０に取り付けられた回動規制部材５
００を前側へとスライドさせて、発射操作ハンドル１を回動操作部材３００と操作補助部
材２００との相対回動を規制する規制状態に変換しておくと、回動操作部材３００と操作
補助部材２００とが共回りするので、操作性が向上する。すなわち、発射操作ハンドル１
を規制状態に変換しておくと、回動操作部材３００と操作補助部材２００との何れか一方
のみを回動させた場合、他方も一緒に回動するので、回動操作部材３００と操作補助部材
２００とを一緒に回動操作する際の操作性が向上する。
【０１８１】
　さらに、右打ち球到達領域Ｒ２を狙って遊技球を発射する場合は、発射操作ハンドル１
が回動操作部材３００と操作補助部材２００との相対回動を規制する規制状態になってい
れば、操作補助部材２００の第２取付突起部２３０に取り付けられた回動規制部材５００
を後側へとスライドさせて、発射操作ハンドル１を回動操作部材３００と操作補助部材２
００との相対回動を許容する許容状態に変換してから、例えば図１７（ｂ）に示すように
、親指Ｆ１と人差し指Ｆ２とで、操作補助部材２００の回動角度を通常打ち用回動角度に
維持しつつ、遊技球が右打ち球到達領域Ｒ２に到達するよう、中指Ｆ３と薬指Ｆ４と小指
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Ｆ５とで、回動操作部材３００のみを時計回り方向へと回動させる等して遊技球の発射勢
を調整する。
　この場合、操作補助部材２００の第２並設突起部２２１と、メッキ部材１２０の円環外
周部１２２ａと、の間の固定用間隙部１ａに所定の固定具Ｋを挿入して、操作補助部材２
００の回動角度が維持されるよう固定しておけば、親指Ｆ１と人差し指Ｆ２とで操作補助
部材２００の回動角度を通常打ち用回動角度に維持しておかなくても、操作補助部材２０
０の回動角度を維持することが可能となるので、操作性が向上する。
【０１８２】
　その後、右打ち球到達領域Ｒ２を狙って遊技球を発射する状態から通常打ち球到達領域
Ｒ１を狙って遊技球を発射する状態へと戻る場合は、例えば図１７（ａ）に示すように、
回動操作部材３００の第１並設突起部３２１が、操作補助部材２００の第２並設突起部２
２１と回動軸方向（前後方向）に並ぶまで、回動操作部材３００のみを反時計回り方向へ
と回動させる。
　このように、回動操作部材３００の第１並設突起部３２１が、回動角度が維持されてい
る操作補助部材２００のうちの第２並設突起部２２１と回動軸方向（前後方向）に並ぶま
で、つまり、係合突部２１２が回動初期位置側の当接受部３１２ｂ１に当接するまで回動
操作部材３００を回動させるだけの簡単な操作で、回動操作部材３００の回動角度を元の
回動角度（すなわち、通常打ち用回動角度）に復帰させることができる。これにより、遊
技者は、右打ち球到達領域Ｒ２を狙って遊技球を発射する状態から通常打ち球到達領域Ｒ
１を狙って遊技球を発射する状態へと戻る時に、回動操作部材３００の回動角度を改めて
調整しなくても、前もって設定しておいた通常打ち用回動角度に簡単に復帰させることが
できるので、発射勢の調整を容易に行うことが可能となる。
【０１８３】
　なお、操作補助部材２００の第２並設突起部２２１と、メッキ部材１２０の円環外周部
１２２ａと、の間の固定用間隙部１ａに所定の固定具Ｋを挿入して、操作補助部材２００
の回動角度を通常打ち用回動角度に固定しておけば、回動操作部材３００を反時計回り方
向へと回動させる操作を行わなくても、例えば発射操作ハンドル１から手を離す等して発
射操作ハンドル１の操作（すなわち、回動操作や回動角度を維持する操作）を止めると、
回動操作部材３００の係合受部３１２の貫通孔３１２ａの一端部に、操作補助部材２００
の係合突部２１２が当接するまで（例えば図９（ａ）参照）、すなわち、回動操作部材３
００の第１並設突起部３２１が、操作補助部材２００の第２並設突起部２２１と回動軸方
向に並ぶまで、初期位置復帰バネ７００の付勢力で回動操作部材３００は反時計回り方向
へと回動するので、操作性が向上する。
【０１８４】
　そして、回動操作部材３００の第１並設突起部３２１が、操作補助部材２００の第２並
設突起部２２１と回動軸方向に並んだ後、操作補助部材２００の第２並設突起部２２１と
、メッキ部材１２０の円環外周部１２２ａと、の間の固定用間隙部１ａに挿入されている
固定具Ｋを外せば、回動操作部材３００の係合受部３１２の貫通孔３１２ａの一端部（当
接受部３１２ｂ１）に操作補助部材２００の係合突部２１２が当接しているので、回動初
期位置まで、初期位置復帰バネ７００の付勢力で操作補助部材２００も回動操作部材３０
０とともに反時計回り方向へと回動する。
【０１８５】
　また、右打ち球到達領域Ｒ２を狙って遊技球を発射する状態において、操作補助部材２
００の第２並設突起部２２１と、メッキ部材１２０の円環外周部１２２ａと、の間の固定
用間隙部１ａに所定の固定具Ｋが挿入されていない場合は、例えば発射操作ハンドル１か
ら手を離す等して発射操作ハンドル１の操作（すなわち、回動操作や回動角度を維持する
操作）を止めると、回動操作部材３００の第１並設突起部３２１が、操作補助部材２００
の第２並設突起部２２１と回動軸方向に並ぶまで、初期位置復帰バネ７００の付勢力で回
動操作部材３００は反時計回り方向へと回動し、その後、回動操作部材３００の係合受部
３１２の貫通孔３１２ａの一端部（当接受部３１２ｂ１）に操作補助部材２００の係合突
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部２１２が当接しているので、回動初期位置まで、初期位置復帰バネ７００の付勢力で操
作補助部材２００も回動操作部材３００とともに反時計回り方向へと回動する。
【０１８６】
　ここで、本実施形態において、発射操作ハンドル１は、相対回動許容機構（回動操作部
材３００の係合受部３１２及び操作補助部材２００の係合突部２１２）によって、回動操
作部材３００と操作補助部材２００との相対回動が所定の回動角度の範囲内、すなわち０
°から第１許容上限角度までの範囲内で許容されている。言い換えると、回動操作部材３
００と操作補助部材２００との相対回動の回動角度は、０°から第１許容上限角度までの
範囲を超えないよう規制されている。
　本実施形態では、この第１許容上限角度として、右打ち球到達領域Ｒ２を狙うことが可
能な発射勢になる回動角度のうち最も大きい回動角度から、通常打ち球到達領域Ｒ１を狙
うことが可能な発射勢になる回動角度のうち最も小さい回動角度を引いた角度が設定され
ていることとする。これにより、操作補助部材２００の回動角度を通常打ち用回動角度に
維持した状態で、遊技球の発射勢が、通常打ち球到達領域Ｒ１を狙う発射勢から、右打ち
球到達領域Ｒ２を狙う発射勢へと移行するよう、回動操作部材３００を回動させることが
可能となっている。
【０１８７】
　以上説明した第１実施形態の遊技機１０によれば、遊技機１０前面に配設され、遊技領
域３２に遊技球を発射する際の発射勢を調整するための発射操作ハンドル１を備えた遊技
機１０において、発射操作ハンドル１は、遊技機１０前面に固定状態で配設されるベース
部材１００と、ベース部材１００に対して回動可能に支持され、発射勢を調整するための
第１操作部材（回動操作部材３００）と、回動操作部材３００の回動軸と同軸上に回動可
能に支持され、当該回動操作部材３００と回動軸方向に並ぶ第２操作部材（操作補助部材
２００）と、回動操作部材３００を回動初期位置に復帰させるための付勢部材（初期位置
復帰バネ７００）と、回動操作部材３００と操作補助部材２００との相対回動を所定の回
動角度の範囲内で許容する相対回動許容機構と、を備え、相対回動許容機構は、操作補助
部材２００に設けられ、回動軸から径方向に離間した位置から回動操作部材３００に向け
て突出する係合突部２１２と、回動操作部材３００に設けられ、係合突部２１２と係合す
る係合受部３１２と、を備え、係合受部３１２は、係合突部２１２の移動軌跡上に所定角
度離間させた状態で配置される１対の当接受部３１２ｂ１，３１２ｂ１を有し、当該１対
の当接受部３１２ｂ１，３１２ｂ１の間に当該係合突部２１２を配置してなるよう構成さ
れている。
【０１８８】
　すなわち、遊技球の発射勢を調整するための回動操作部材３００に加えて、当該回動操
作部材３００の回動軸と同軸上に回動可能に支持された操作補助部材２００を備えている
ので、操作補助部材２００を所定の回動角度で維持しておくことで、操作補助部材２００
の回動角度を基準とした回動操作部材３００の回動操作を行うことが可能となり、遊技の
進行や遊技の状態変化に合わせて遊技球の発射勢の調整を容易に行うことが可能となる。
　また、係合突部２１２が、当該係合突部２１２の移動軌跡上に所定角度離間させた状態
で配置される１対の当接受部３１２ｂ１，３１２ｂ１の間に配置されているので、回動操
作部材３００が初期位置復帰バネ７００により回動初期位置に復帰する場合に、係合突部
２１２が１対の当接受部３１２ｂ１，３１２ｂ１のうちの何れか一方を押圧して操作補助
部材２００が当該回動操作部材３００と共回りして当該操作補助部材２００を回動初期位
置に復帰可能となっている。したがって、操作補助部材２００は、回動操作部材３００が
初期位置復帰バネ７００により回動初期位置に復帰する場合に、当該回動操作部材３００
と共回りして回動初期位置に復帰可能であるので、操作補助部材２００を回動初期位置に
復帰させるために回動操作する手間を省くことが可能となる。
　また、操作補助部材２００は、回動操作部材３００と共回りして回動初期位置に復帰可
能であるので、回動操作部材３００及び操作補助部材２００を改めて回動初期位置から操
作したい場合等に、当該操作が行い易くなる。
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【０１８９】
　なお、本実施形態では、係合受部３１２を、回動操作部材３００の第１底部３１０ａの
所定位置に設けられた長穴状の貫通孔３１２ａと、第１底部３１０ａの前面のうち当該貫
通孔３１２ａの縁部から前側に向けて突設された係合突部受部３１２ｂと、により構成し
たが、これに限ることはなく、例えば、長穴状の貫通孔３１２ａを設けず、回動操作部材
３００の第１底部３１０ａの後面の所定位置から後側に向けて突設された囲み壁により構
成することも可能であるし、長穴状の貫通孔３１２ａを設けず、係合突部２１２の移動軌
跡上に所定角度離間させた状態で第１底部３１０ａの後面の所定位置から後側に向けて突
設された１対の当接受部のみで構成することも可能である。
【０１９０】
　また、本実施形態では、係合突部２１２を操作補助部材２００に設けて、係合受部３１
２を回動操作部材３００に設けるよう構成したが、これに限ることはなく、例えば、係合
突部を回動操作部材３００に設けて、当該係合突部と係合する係合受部を操作補助部材２
００に設けるよう構成することも可能である。その場合には、回動操作部材３００と操作
補助部材２００とが相対回動する際に、係合受部の貫通孔の端部（一端、他端）に対する
係合突部の当接関係が上述したものとは逆になる。要は、相対回動許容機構については、
回動操作部材３００と操作補助部材２００との間に係合構造を設ける一方で、係合状態が
相対回動を許容できるものであれば良い。
【０１９１】
　また、以上説明した第１実施形態の遊技機１０によれば、回動操作部材３００及び操作
補助部材２００は、略円盤状であり、外周部（第１外周部３１０ｂ、第２外周部２１０ｂ
）から外側方向に突出した状態で設けられ、少なくとも突出端がベース部材１００の外周
部（円環外周部１２２ａ）よりも外側に位置する操作突起部（第１操作突起部３２０、第
２操作突起部２２０）をそれぞれ有し、回動操作部材３００は、第１操作突起部３２０と
して、操作補助部材２００の回動角度と同角度において当該操作補助部材２００の第２操
作突起部２２０（具体的には、第２並設突起部２２１）と回動軸方向（前後方向）に並ぶ
第１並設突起部３２１と、操作補助部材２００の回動角度と同角度において当該操作補助
部材２００の第２操作突起部２２０と回動軸方向（前後方向）に並ばない第１独立突起部
３２２と、を備えている。
【０１９２】
　すなわち、回動操作部材３００は、操作補助部材２００の回動角度と同角度において当
該操作補助部材２００の第２操作突起部２２０のうち第２並設突起部２２１と回動軸方向
に並ぶ第１並設突起部３２１を備えているので、操作補助部材２００の第２並設突起部２
２１及び回動操作部材３００の第１並設突起部３２１に指を引っ掛けて回動操作を行うだ
けで、回動操作部材３００及び操作補助部材２００の同時操作を行うことができ、当該同
時操作を容易に行うことが可能である。さらに、回動操作部材３００は、操作補助部材２
００の回動角度と同角度において当該操作補助部材２００の第２操作突起部２２０と回動
軸方向に並ばない第１独立突起部３２２を備えているので、回動操作部材３００の第１独
立突起部３２２に引っ掛けた指が、操作補助部材２００の第２操作突起部２２０に引っ掛
からないよう注意しなくても、回動操作部材３００の単独操作を行うことができ、当該単
独操作も容易に行うことが可能である。
【０１９３】
　また、以上説明した第１実施形態の遊技機１０によれば、操作補助部材２００は、第２
操作突起部２２０として、回動操作部材３００の回動角度と同角度において当該回動操作
部材３００の第１操作突起部３２０のうち第１並設突起部３２１と回動軸方向（前後方向
）に並ぶ第２並設突起部２２１と、回動操作部材３００の回動角度と同角度において当該
回動操作部材３００の第１操作突起部３２０と回動軸方向（前後方向）に並ばない第２独
立突起部２２２と、を備えている。
【０１９４】
　すなわち、操作補助部材２００は、回動操作部材３００の回動角度と同角度において当
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該回動操作部材３００の第１操作突起部３２０のうち第１並設突起部３２１と回動軸方向
に並ぶ第２並設突起部２２１を備えているので、操作補助部材２００の第２並設突起部２
２１及び回動操作部材３００の第１並設突起部３２１に指を引っ掛けて回動操作を行うだ
けで、回動操作部材３００及び操作補助部材２００の同時操作を行うことができ、当該同
時操作を容易に行うことが可能である。さらに、操作補助部材２００は、回動操作部材３
００の回動角度と同角度において当該回動操作部材３００の第１操作突起部３２０と回動
軸方向に並ばない第２独立突起部２２２を備えているので、操作補助部材２００の第２独
立突起部２２２に引っ掛けた指が、回動操作部材３００の第１操作突起部３２０に引っ掛
からないよう注意しなくても、操作補助部材２００の単独操作を行うことができ、当該単
独操作も容易に行うことが可能である。
【０１９５】
　また、以上説明した第１実施形態の遊技機１０によれば、発射操作ハンドル１は、回動
操作部材３００と操作補助部材２００との相対回動を規制する規制状態と、当該相対回動
を許容する許容状態と、に変換可能な回動規制部材５００を備えている。
【０１９６】
　すなわち、発射操作ハンドル１は、回動規制部材５００により回動操作部材３００と操
作補助部材２００との相対回動を規制する規制状態に変換可能であるので、規制状態に変
換可能でない場合と比較して、回動操作部材３００及び操作補助部材２００を同時操作す
る際の操作性が向上する。
【０１９７】
　また、以上説明した第１実施形態の遊技機１０によれば、回動規制部材５００は、回動
操作部材３００及び操作補助部材２００の回動角度が同角度となった場合に、許容状態か
ら規制状態に変換可能に構成されている。
【０１９８】
　すなわち、回動規制部材５００は、回動操作部材３００の回動角度と操作補助部材２０
０の回動角度とが同一である場合に、規制状態に変換可能であるので、回動操作部材３０
０と操作補助部材２００とを所望の基準位置まで回動させた後に、操作補助部材２００を
基準として回動操作部材３００を回動操作するような場合、所望の基準位置まで回動操作
部材３００と操作補助部材２００とを位置ズレさせることなく一緒に回動させることがで
きる。具体的には、例えば、回動操作部材３００及び操作補助部材２００の回動角度が通
常打ち用回動角度になるよう、回動操作部材３００と操作補助部材２００とを位置ズレさ
せることなく一緒に回動させることができるので、回動操作部材３００及び操作補助部材
２００を同時操作する際の操作性が向上する。
【０１９９】
　また、以上説明した第１実施形態の遊技機１０によれば、遊技領域３２まで到達しなか
った遊技球をファール球として回収することが可能な回収機構（図示省略）を備え、ベー
ス部材１００は、操作補助部材２００と回動軸方向（前後方向）に並ぶ円環状部１２２を
備え、円環状部１２２は、回動操作部材３００の操作時に操作突起部（本実施形態では第
２独立突起部２２２）に掛かった遊技者の指を受けることが可能な指受け部１２６が外周
部（円環外周部１２２ａ）に形成され、指受け部１２６は、第２独立突起部２２２に掛か
った遊技者の指を受けた際に、回動操作部材３００の回動角度がファール球を発生させる
発射勢となる位置に配置されている。
【０２００】
　すなわち、第２独立突起部２２２に掛かった遊技者の指が指受け部１２６に受けられる
よう、回動操作部材３００を回動（本実施形態では回動操作部材３００及び操作補助部材
２００を同時に回動）させるだけの簡単な操作で、遊技球をファール球として発射するこ
とができる。すなわち、遊技終了時等に発射待機している遊技球をファール球となるよう
発射することが容易となるので、そのファール球を回収機構を介して回収することができ
、回収できない遊技球により遊技者が損することを回避することが可能となる。
【０２０１】
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　ここで、通常、遊技機には、上皿の下流端と発射装置の発射位置との間に球抜き機構が
設けられているが、従来の球抜き機構の構成では、発射位置に供給されてしまった遊技球
を抜き出すことができず、遊技を終了する際等には、発射位置に供給されてしまった遊技
球をそのまま遊技機内に残す、遊技領域に発射する、あえてファール球を発射してファー
ル球を回収する回収機構で回収する、の何れかが選択されていた。遊技終了時、発射位置
に供給されてしまった遊技球を遊技領域に発射する場合、その遊技球が入賞してしまうと
、遊技を終了し難くなってしまうといった不都合が生じてしまう。また、発射位置に供給
されてしまった遊技球をそのまま遊技機内に残す場合、その遊技球を回収できず、遊技者
が損してしまうといった不都合が生じてしまう。これらの不都合を回避するには、発射位
置に供給されてしまった遊技球をファール球として発射して回収機構で回収することが好
ましいが、ファール球を発射するためには、回動操作部材の回動角度を微調整する必要が
あり、この微調整がうまくできないと、遊技球を遊技領域まで発射してしまうことがある
。
　これに対し、指受け部１２６を設けることで、あえてファール球を発射するための回動
操作を容易に行うことが可能となり、回収できない遊技球により遊技者が損することを回
避することができる。
【０２０２】
　なお、本実施形態では、ベース部材１００が備える円環状部１２２を、操作補助部材２
００と回動軸方向に並ぶ（隣り合う）よう構成したが、これに限ることはなく、例えば、
ベース部材１００が備える円環状部１２２を、回動操作部材３００と回動軸方向に並ぶ（
隣り合う）よう構成することも可能である。
【０２０３】
　また、本実施形態では、指受け部１２６を、操作補助部材２００の操作突起部（第２操
作突起部２２０）に掛かった遊技者の指を受けることが可能となるよう構成したが、これ
に限ることはなく、指受け部１２６は、操作突起部に掛かった遊技者の指を受けた際に、
回動操作部材３００の回動角度がファール球を発生させる発射勢となる位置に配置されて
いるのであれば、例えば、回動操作部材３００の操作突起部（第１操作突起部３２０）に
掛かった遊技者の指を受けることが可能となるよう構成することも可能である。
【０２０４】
　また、以上説明した第１実施形態の遊技機１０によれば、指受け部１２６は、円環状部
１２２の円環外周部１２２ａに周方向に並ぶ１対の突起部１２６ａ，１２６ａの間に形成
される谷部により構成され、指受け部１２６を構成する突起部１２６ａは、操作突起部（
第１操作突起部３２０、第２操作突起部２２０）よりも突出量を抑えた状態で形成されて
いる。
【０２０５】
　すなわち、１対の突起部１２６ａ，１２６ａの間に形成される谷部により構成される指
受け部１２６で、第２独立突起部２２２に掛かった遊技者の指を受けることができるので
、当該指の移動を効率的に規制することが可能となり、回動操作部材３００の回動角度（
本実施形態では回動操作部材３００及び操作補助部材２００を同時に回動させた際におけ
る回動操作部材３００及び操作補助部材２００の回動角度）を一定に保ち易くすることが
可能となる。
　また、指受け部１２６を構成する突起部１２６ａが、第２独立突起部２２２よりも突出
量を抑えた状態で形成されているので、回動操作部材３００を回動（本実施形態では回動
操作部材３００及び操作補助部材２００を同時に回動）させるために突起部１２６ａを乗
り越えて指受け部１２６から指を外しても、第２独立突起部２２２に掛けた指が外れてし
まうことがなくなり、操作性が向上する。すなわち、突起部１２６ａが第２独立突起部２
２２以上の突出量で形成されている場合、回動操作部材３００を回動（本実施形態では回
動操作部材３００及び操作補助部材２００を同時に回動）させるために突起部１２６ａを
乗り越えようと指受け部１２６から指を外すと、第２独立突起部２２２からも指が外れて
しまうので、回動操作部材３００を回動（本実施形態では回動操作部材３００及び操作補



(39) JP 2012-115579 A 2012.6.21

10

20

30

40

50

助部材２００を同時に回動）させる際の操作性が悪くなってしまう。これに対し、突起部
１２６ａを第２独立突起部２２２よりも突出量を抑えた状態で形成することで、突起部１
２６ａを乗り越えて指受け部１２６から指を外して回動操作部材３００を回動（本実施形
態では回動操作部材３００及び操作補助部材２００を同時に回動）させる際に、第２独立
突起部２２２から指が外れてしまうことがないので、回動操作部材３００を回動（本実施
形態では回動操作部材３００及び操作補助部材２００を同時に回動）させる際の操作性が
向上する。
【０２０６】
　なお、本実施形態では、指受け部１２６を、１対の突起部１２６ａ，１２６ａの間に形
成される谷部により構成したが、これに限ることはなく、指受け部１２６は、操作突起部
（第１操作突起部３２０のうち少なくとも何れか１つ及び／又は第２操作突起部２２０の
うち少なくとも何れか一つ）に掛かった遊技者の指を受けることが可能であり、当該指を
受けた際に、回動操作部材３００の回動角度がファール球を発生させる発射勢となる位置
に配置されているのであれば任意であり、例えば、１対の突起部１２６ａ，１２６ａのう
ちの何れか一方のみを円環状部１２２の円環外周部１２２ａに設けて、当該突起部１２６
ａの湾曲した側面を指受け部１２６とすることも可能である。
【０２０７】
　また、以上説明した第１実施形態の遊技機１０によれば、発射操作ハンドル１は、固定
部材（厚紙等の固定具Ｋ）により操作補助部材２００の回動を規制して固定状態とするこ
とが可能な固定機構（固定用間隙部１ａ）を備えている。
【０２０８】
　すなわち、固定用間隙部１ａに所定の固定具Ｋを挿入することにより操作補助部材２０
０を固定して操作補助部材２００の回動状態を維持しておくことができるので、操作補助
部材２００の回動角度を基準とした回動操作部材３００の回動操作を効率的に行うことが
可能となり、遊技の進行や遊技の状態変化に合わせて遊技球の発射勢の調整をより一層容
易に行うことが可能となる。
【０２０９】
　なお、前述したように、従来の遊技機として、ベース部材と回動操作部材との間にコイ
ン等の固定具を挟めるよう構成された発射操作ハンドルを備える遊技機が知られており、
このような発射操作ハンドルの場合、固定具を用いて回動操作部材を固定してしまうと発
射勢の調整がし難くなってしまい、遊技状態の変化に応じて回動操作部材の回動角度を大
きくして発射勢を強くしたり、回動操作部材を元の状態に復帰させて発射勢を弱くしたり
するといった調整作業が非常に難いという問題がある。これに対し、本実施形態では、固
定機構によって、遊技球の発射勢を調整するための回動操作部材３００を固定状態とする
のではなく、操作補助部材２００を固定状態とするので、このような問題が生じることが
ない。さらに、固定機構によって、遊技球の発射勢を調整するための回動操作部材３００
を固定状態とするのではなく、操作補助部材２００を固定状態とするので、操作補助部材
２００の回動角度を基準とした回動操作部材３００の回動操作が行い易くなり、遊技の進
行や遊技の状態変化に合わせて遊技球の発射勢の調整を容易に行うことが可能となる。
【０２１０】
　また、最近では、ベース部材と、遊技球の発射勢を調整するための回動操作部材と、の
間にコインや厚紙などを挟んで、回動操作部材を固定することを規制する遊技場が多いが
、この場合、回動操作部材３００の回動角度を維持しておくために手が疲れてしまうこと
がある。また、本実施形態の遊技機１０のように、遊技領域の中央部を挟んで発射球上昇
路とは反対側の領域（右側領域）に大当り（特別遊技状態）の発生に基づいて閉状態から
開状態に変換される変動入賞装置が配設された遊技機が増えてきているため、右打ち球到
達領域を狙って遊技球を発射する状態から通常打ち球到達領域を狙って遊技球を発射する
状態へと戻る場合は、右打ちする前の状態へと戻すために回動操作部材の回動角度を微調
整する必要がある。この微調整がうまくできないと、遊技球をむだ打ちしてしまったり、
右打ちする前の状態に完全に戻せなかったりすることがある。
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　これに対し、操作補助部材２００の回動を規制して固定状態とする固定機構を備えるこ
とで、回動操作部材３００の回動角度を維持しておくために手が疲れてしまうといった不
都合を回避できるとともに、右打ちする前の状態へと戻すために行う回動操作部材の回動
角度を微調整がうまくできずに、遊技球をむだ打ちしてしまったり、右打ちする前の状態
に完全に戻せなかったりする等の不都合も回避することができる。
【０２１１】
　なお、本実施形態では、固定具Ｋにコインを含まないこととしたが、これに限ることは
なく、固定具Ｋにコインを含んでもよい。すなわち、固定用間隙部１ａの厚み（径方向の
長さ）は、コインや厚紙等の所定の固定具Ｋは挿入できる程度の大きさに設定することも
可能である。
【０２１２】
〔第２実施形態〕
　次に、第２実施形態の遊技機１０について説明する。
　なお、第２実施形態の遊技機１０においては、発射操作ハンドルの構成が、第１実施形
態の遊技機１０と異なる。具体的には、発射操作ハンドルが相対回動許容機構を備えてい
ない点等が、第１実施形態の遊技機１０と異なる。したがって、以下、第１実施形態と同
様の構成を有する部分については同じ符号を付して説明を省略し、主に異なる部分につい
て説明する。
【０２１３】
＜発射操作ハンドル＞
　第２実施形態の遊技機１０が備える発射操作ハンドル１００１は、下部パネル１２ａの
前面右側に設けられ、例えば図１８に示すように、下部パネル１２ａのハンドル取付部に
回動操作不能に固定されるベース部材１１００と、ベース部材１１００の前側に、ベース
部材１１００に対して回動操作可能に取り付けられた操作補助部材１２００と、操作補助
部材１２００の前側に、ベース部材１１００に対して回動操作可能に取り付けられた回動
操作部材１３００と、回動操作部材１３００の前側に取り付けられた装飾部材４００と、
を備えて構成される。
【０２１４】
　さらに、発射操作ハンドル１００１は、回動操作部材１３００の回動を発射装置８０に
伝達するための回動伝達部材６００と、回動操作部材１３００を回動初期位置に復帰させ
るための付勢部材としての初期位置復帰バネ７００と、操作補助部材１２００の回動を規
制して固定状態とするための固定部材１８００と、発射装置８０による遊技球の発射を停
止させる際に押圧操作される発射停止レバー１３０と、発射停止レバー１３０が押圧操作
されたことを検出するための発射停止スイッチ１４０と、メッキ部材１２０に遊技者が接
触したことを検出するためのタッチセンサ１５０と、等を備えて構成される。
【０２１５】
＜回動操作部材＞
　回動操作部材１３００は、ベース部材１１００に対して回動可能に支持され、遊技球の
発射勢を調整するための部材（第１操作部材）である。
　具体的には、回動操作部材１３００は、例えば図１９、図２０（ａ）に示すように、外
形が略円盤形状を呈してなる回動操作本体部１３１０と、回動操作本体部１３１０の外周
面の所定位置から外側方向に突出するよう形成された操作突起部１３２０と、を備えて構
成される。
【０２１６】
　回動操作本体部１３１０は、例えば図１９、図２０（ａ）に示すように、略円形状の第
１底部１３１０ａと、第１底部１３１０ａの外周端面から前側に向けて突設された第１外
周部１３１０ｂと、により構成されている。すなわち、回動操作本体部１３１０の内部に
は、前部に開口を有する凹室状の空間が形成されている。
　そして、回動操作本体部１３１０は、操作補助部材１２００や回動操作部材１３００の
回動軸を構成する回動軸部材としてのハンドルシャフト３５０が前後方向に沿って挿通さ
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れる第１回動軸挿通部３１１と、装飾部材４００の嵌合突起部４０１が周方向に沿って挿
通される嵌合受部３１３と、第１底部１３１０ａの後面の所定位置から後側に向けて突設
された回動規制受部１３１４及びスイッチ押圧突部１３１５と、を有している。
【０２１７】
　回動規制受部１３１４は、例えば図２０（ａ）に示すように、第１底部１３１０ａの後
面の所定位置から突出する略円筒形状のピンである。
　本実施形態において、回動規制受部１３１４は、第１底部１３１０ａの後面における回
動操作部材１３００の回動軸から径方向に離間した位置のうち、第１回動軸挿通部３１１
の貫通孔３１１ａのほぼ直上の位置から後側に向けて突設されている。すなわち、回動規
制受部１３１４は、回動操作部材１３００の回動軸から径方向に離間した位置から、操作
補助部材１２００に向けて突出している。
【０２１８】
　また、本実施形態において、回動規制受部１３１４の突出量は、例えば図２１（ａ）に
示すように、操作補助部材１２００の前側に回動操作部材１３００を取り付けた状態にお
いて、操作補助部材１２００の規制受部挿通口１２１５（後述）を介して、操作補助部材
１２００の第２底部１２１０ａの後面よりも後側に突出しているが、メッキ部材１２０の
底壁部１２１ａの前面には接しない量に設定されている。
【０２１９】
　ここで、本実施形態の発射操作ハンドル１００１は、第１実施形態の発射操作ハンドル
１の操作補助部材２００が有する回動規制受部２１３に代えて、回動操作部材１３００が
有する回動規制受部１３１４を備えている。
　すなわち、回動規制受部１３１４は、回動操作部材１３００の回動軸から径方向に離間
した部分に、メッキ部材１２０の回動幅規制部１２４に向けて突出して当該回動幅規制部
１２４により移動が規制されるよう構成されている。
【０２２０】
　具体的には、回動規制受部１３１４は、ベース部材１１００に対する回動操作部材１３
００の回動角度が「０°」である場合（すなわち、回動操作部材１３００が回動初期位置
にある場合）において、メッキ部材１２０の回動幅規制部１２４の一端部に当該回動規制
受部１３１４が当接するとともに、ベース部材１１００に対する回動操作部材１３００の
回動角度が所定の第２許容上限角度（本実施形態では１２０°）になった場合において、
メッキ部材１２０の回動幅規制部１２４の他端部に当該回動規制受部１３１４が当接する
よう構成されている。
【０２２１】
　スイッチ押圧突部１３１５は、例えば図２０（ａ）に示すように、第１底部１３１０ａ
の後面の所定位置から突出する略円柱形状のピンである。
　本実施形態において、スイッチ押圧突部１３１５は、第１底部１３１０ａの後面におけ
る回動操作部材１３００の回動軸から径方向に離間した位置のうち、第１回動軸挿通部３
１１の貫通孔３１１ａの左方であるとともに当該貫通孔３１１ａよりも下側の位置から後
側に向けて突設されている。すなわち、スイッチ押圧突部１３１５は、回動操作部材１３
００の回動軸から径方向に離間した位置から、操作補助部材１２００に向けて突出してい
る。
【０２２２】
　また、本実施形態において、スイッチ押圧突部１３１５の突出量は、例えば図２１（ａ
）に示すように、回動規制受部１３１４の突出量と略同一、具体的には、操作補助部材１
２００の前側に回動操作部材１３００を取り付けた状態において、操作補助部材１２００
の押圧突部挿通口１２１６（後述）を介して、操作補助部材１２００の第２底部１２１０
ａの後面よりも後側に突出しているが、メッキ部材１２０の底壁部１２１ａの前面には接
しない量に設定されている。
【０２２３】
　ここで、本実施形態の発射操作ハンドル１００１は、第１実施形態の発射操作ハンドル
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１の操作補助部材２００が有するスイッチ押圧突部２１４に代えて、回動操作部材１３０
０が有するスイッチ押圧突部１３１５を備えている。
　すなわち、スイッチ押圧突部１３１５は、メッキ部材１２０の底壁部１２１ａの前面よ
りも前側の位置で、発射停止レバー１３０の当接受部１３２を押圧するよう構成されてい
る。
【０２２４】
　具体的には、スイッチ押圧突部１３１５は、例えば図２４（ａ）に示すように、回動操
作部材１３００が回動初期位置にある場合に、発射停止レバー１３０の当接受部１３２を
内側方向に押圧し、例えば図２４（ｂ）に示すように、回動操作部材１３００が回動初期
位置から時計回り方向へと回動すると、当該押圧が解除されるよう構成されている。
【０２２５】
　すなわち、遊技機１０は、回動操作部材１３００が回動初期位置に戻り回動操作部材１
３００のスイッチ押圧突部１３１５によって発射停止レバー１３０の当接受部１３２が内
側方向に押圧されると、発射停止レバー１３０が内側方向へと回動するとともに、発射停
止スイッチ１４０の可動片１４１が変形して発射停止スイッチ１４０がＯＮになる。そし
て、回動操作部材１３００が回動初期位置から時計回り方向へと回動して当接受部１３２
への押圧が解除されると、可動片１４１の付勢力で発射停止レバー１３０が外側方向へと
回動するとともに、可動片１４１が弾性復帰して発射停止スイッチ１４０がＯＦＦになる
よう構成されている。
【０２２６】
　操作突起部１３２０は、例えば図１８、図１９に示すように、回動操作本体部１３１０
の第１外周部１３１０ｂから外側方向に突出した状態で設けられ、少なくとも当該操作突
起部１３２０の突出端がベース部材１１００の円環外周部１２２ａよりも外側に位置して
いる。
　この操作突起部１３２０は、回動操作部材１３００を回動操作する際の操作性を向上さ
せるために設けられたものであり、回動操作部材１３００の時計回り方向への回動操作を
容易とするために、左側面が遊技者の指が引っ掛かり易いように湾曲した形状をなしてい
る。
【０２２７】
　本実施形態において、回動操作部材１３００は、周方向に所定間隔を空けて配設された
３つの操作突起部１３２０、具体的には、第１外周部１３１０ｂの左側部分から突出する
操作突起部１３２０と、第１外周部１３１０ｂの上側部分から突出する操作突起部１３２
０と、第１外周部１３１０ｂの右側部分から突出する操作突起部１３２０と、の３つの操
作突起部１３２０を備えている。
　すなわち、操作突起部１３２０は、回動操作部材１３００の第１外周部１３１０ｂに周
方向に離間した状態で複数（本実施形態では３つ）設けられている。
【０２２８】
＜操作補助部材＞
　操作補助部材１２００は、回動操作部材１３００の回動軸と同軸上に回動可能に支持さ
れ、当該回動操作部材１３００と回動軸方向（前後方向）に並ぶ部材（第２操作部材）で
ある。
　具体的には、操作補助部材１２００は、例えば図１９、図２０（ａ）に示すように、外
形が略円盤形状を呈してなる操作補助本体部１２１０と、操作補助本体部１２１０の外周
面の所定位置に形成された指掛け部１２４０と、操作補助本体部１２１０の外周面の所定
位置から外側に向けて突出するよう形成された固定部材取付部１２５０と、を備えて構成
される。
【０２２９】
　操作補助本体部１２１０は、例えば図１９、図２０（ａ）に示すように、回動操作部材
１３００の第１底部１３１０ａと略同形状の第２底部１２１０ａと、当該第２底部１２１
０ａの外周端面から後側に向けて突設された第２外周部１２１０ｂと、により構成されて
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いる。すなわち、操作補助本体部１２１０の内部には、後部に開口を有する凹室状の空間
が形成されている。
　そして、操作補助本体部１２１０は、操作補助部材１２００や回動操作部材１３００の
回動軸を構成する回動軸部材としてのハンドルシャフト３５０が前後方向に沿って挿通さ
れる第２回動軸挿通部２１１と、回動操作部材１３００の回動規制受部１３１４が前後方
向に沿って挿通される規制受部挿通口１２１５と、回動操作部材１３００のスイッチ押圧
突部１３１５が前後方向に沿って挿通される押圧突部挿通口１２１６と、を有している。
　
【０２３０】
　規制受部挿通口１２１５は、例えば図１９、図２０（ａ）に示すように、第２底部１２
１０ａの所定位置に設けられた長穴状の貫通孔により構成されており、回動操作部材１３
００の回動規制受部１３１４が前後方向に沿って挿通することによって、当該回動規制受
部１３１４と係合する。
【０２３１】
　ここで、規制受部挿通口１２１５は、例えば図２２（ａ），（ｂ）に示すように、操作
補助部材１２００に対して回動操作部材１３００を回動させた場合における回動規制受部
１３１４の移動軌跡上に設けられている。すなわち、規制受部挿通口１２１５は、操作補
助部材１２００の回動軸から径方向に離間した位置に設けられている。
　具体的には、規制受部挿通口１２１５は、回動操作部材１３００の回動角度が操作補助
部材１２００の回動角度と同一である場合において、長穴状の当該規制受部挿通口１２１
５の一端部に回動規制受部１３１４が当接する（例えば図２２（ａ）参照）とともに、操
作補助部材１２００が回動初期位置であり回動操作部材１３００の回動角度が所定の第２
許容上限角度（本実施形態では１２０°）になった場合において、長穴状の当該規制受部
挿通口１２１５の他端部に回動規制受部１３１４が当接する位置に形成されている。
【０２３２】
　なお、本実施形態では、回動操作部材１３００の回動角度が操作補助部材１２００の回
動角度と同一である場合において、長穴状の当該規制受部挿通口１２１５の一端部に回動
規制受部１３１４が当接するとともに、操作補助部材１２００が回動初期位置であり回動
操作部材１３００の回動角度が第２許容上限角度になった場合において、規制受部挿通口
１２１５の他端部に回動規制受部１３１４が当接するよう構成したが、これに限ることは
なく、回動操作部材１３００の回動角度が操作補助部材１２００の回動角度と同一である
場合において、長穴状の当該規制受部挿通口１２１５の一端部に回動規制受部１３１４が
当接するよう構成されていれば任意であり、例えば、操作補助部材１２００が回動初期位
置であり回動操作部材１３００の回動角度が第２許容上限角度になった場合において、規
制受部挿通口１２１５の他端部に回動規制受部１３１４が当接しないように、規制受部挿
通口１２１５の幅を大きく設定することも可能である。
【０２３３】
　このように、規制受部挿通口１２１５は、例えば図２２（ａ）に示すように、回動操作
部材１３００の回動角度が操作補助部材１２００の回動角度と同一である場合において、
当該規制受部挿通口１２１５の一端部に回動規制受部１３１４が当接する位置に形成され
ているので、操作補助部材１２００が回動初期位置にない場合は、回動操作部材１３００
が初期位置復帰バネ７００により回動初期位置に復帰する際に、回動規制受部１３１４が
規制受部挿通口１２１５の開口端部（一端部）を押圧して操作補助部材１２００が回動操
作部材１３００と共回りして操作補助部材１２００を回動初期位置に復帰可能となってい
る。
【０２３４】
　押圧突部挿通口１２１６は、例えば図１９、図２０（ａ）に示すように、第２底部１２
１０ａの所定位置に設けられた長穴状の貫通孔により構成されており、回動操作部材１３
００のスイッチ押圧突部１３１５が前後方向に沿って挿通することによって、当該スイッ
チ押圧突部１３１５と係合する。
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【０２３５】
　ここで、押圧突部挿通口１２１６は、例えば図２２（ａ），（ｂ）に示すように、操作
補助部材１２００に対して回動操作部材１３００を回動させた場合におけるスイッチ押圧
突部１３１５の移動軌跡上に設けられている。すなわち、押圧突部挿通口１２１６は、操
作補助部材１２００の回動軸から径方向に離間した位置に設けられている。
　具体的には、押圧突部挿通口１２１６は、回動操作部材１３００の回動角度が操作補助
部材１２００の回動角度と同一である場合において、長穴状の当該押圧突部挿通口１２１
６の一端部にスイッチ押圧突部１３１５が当接する（例えば図２２（ａ）参照）とともに
、操作補助部材１２００が回動初期位置であり、回動操作部材１３００の回動角度が所定
の第２許容上限角度（本実施形態では１２０°）になった場合において、長穴状の当該押
圧突部挿通口１２１６の他端部にスイッチ押圧突部１３１５が当接する位置に形成されて
いる。
【０２３６】
　なお、本実施形態では、回動操作部材１３００の回動角度が操作補助部材１２００の回
動角度と同一である場合において、長穴状の当該押圧突部挿通口１２１６の一端部にスイ
ッチ押圧突部１３１５が当接するとともに、操作補助部材１２００が回動初期位置であり
回動操作部材１３００の回動角度が第２許容上限角度になった場合において、押圧突部挿
通口１２１６の他端部にスイッチ押圧突部１３１５が当接するよう構成したが、これに限
ることはなく、回動操作部材１３００の回動角度が操作補助部材１２００の回動角度と同
一である場合において、長穴状の当該押圧突部挿通口１２１６の一端部にスイッチ押圧突
部１３１５が当接するよう構成されていれば任意であり、例えば、操作補助部材１２００
が回動初期位置であり回動操作部材１３００の回動角度が第２許容上限角度になった場合
において、押圧突部挿通口１２１６の他端部にスイッチ押圧突部１３１５が当接しないよ
うに、押圧突部挿通口１２１６の幅を大きく設定することも可能である。
【０２３７】
　指掛け部１２４０は、例えば図１８、図１９、図２０（ａ）に示すように、回動操作部
材１３００の操作時に当該回動操作部材１３００の操作突起部１３２０に掛かった遊技者
の指を受けることが可能となるよう、操作補助本体部１２１０の第２外周部１２１０ｂに
設けられている。
　本実施形態において、指掛け部１２４０は、回動操作部材１３００の操作突起部１３２
０に対応させて、操作補助本体部１２１０の外周面（第２外周部１２１０ｂの外面）に複
数（本実施形態では３つ）設けられている。
【０２３８】
　具体的には、各指掛け部１２４０は、操作補助部材１２００の第２外周部１２１０ｂに
周方向に並ぶ一対の突起部１２４０ａ，１２４０ａの間に形成される谷部により構成され
ている。
　この指掛け部１２４０を構成する突起部１２４０ａは、少なくとも当該突起部１２４０
ａの突出端がベース部材１１００の円環外周部１２２ａよりも外側に位置するよう、回動
操作部材１３００の操作突起部１３２０よりも突出量を抑えた状態で形成されている。
【０２３９】
　ここで、本実施形態において、各指掛け部１２４０は、例えば図２２（ａ）に示すよう
に、回動操作部材１３００の回動角度が操作補助部材１２００の回動角度と同一である場
合において、指掛け部１２４０を構成する一対の突起部１２４０ａ，１２４０ａのうちの
前側から見て時計回り方向側の突起部１２４０ａ（すなわち、回動操作部材１３００の回
動角度が操作補助部材１２００の回動角度と同一である場合において、操作突起部１３２
０と回動軸方向（前後方向）に並ぶ突起部１２４０ａ）の左側面が、回動操作部材１３０
０の操作突起部１３２０の左側面と略面一となるよう形成されている。
　これにより、操作突起部１３２０の湾曲した左側面に指を引っ掛けた状態で、当該指を
指掛け部１２４０に配置することが可能であるとともに、操作突起部１３２０の湾曲した
左側面に掛かった指を対応する指掛け部１２４０に配置させるだけで、回動操作部材１３
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００の回動角度を、操作補助部材１２００の回動角度と同一にすることが可能となってい
る。
【０２４０】
　固定部材取付部１２５０は、例えば図１９に示すように、操作補助本体部１２１０の第
２外周部１２１０ｂから外側方向に突出した状態で設けられ、少なくとも当該固定部材取
付部１２５０の突出端がベース部材１１００の円環外周部１２２ａよりも外側に位置して
いる。
　この固定部材取付部１２５０は、操作補助部材１２００に固定部材１８００を取り付け
るために設けられている。本実施形態において、固定部材取付部１２５０は、例えば図１
９、図２０（ａ），（ｂ）、図２１（ｂ）に示すように、操作補助本体部１２１０の第２
外周部１２１０ｂの外面のうち第２回動軸挿通部２１１の貫通孔２１１ａの右方であると
ともに当該貫通孔２１１ａよりも下側の部分から、外側に向けて突設されている。
【０２４１】
　固定部材取付部１２５０は、周方向に直交する断面が略Ｃ字形状を呈してなり、当該固
定部材取付部１２５０の開放端側（後側）から固定部材１８００の支持部１８２０（後述
）を押し込むことによって、当該固定部材取付部１２５０に固定部材１８００を取り付け
ることができるよう構成されている。
　本実施形態において、固定部材取付部１２５０には、当該固定部材取付部１２５０の開
放端部に、固定部材１８００の支持部１８２０（後述）の前後方向への回動のうち固定部
材取付部１２５０の突出方向よりも後側への回動を規制するためのストッパ部（図示省略
）が設けられている。
【０２４２】
＜固定部材＞
　固定部材１８００は、操作補助部材１２００の回動を規制して固定状態とするために当
該操作補助部材１２００に取り付けられる部材である。
　本実施形態において、固定部材１８００は、例えば図２３に示すように、ハンドルベー
ス部材１１１０の突設部１１１２（後述）とメッキ部材１２０の円環外周部１２２ａとの
間の隙間に一端部が挿入される固定本体部１８１０と、操作補助部材１２００の固定部材
取付部１２５０に前後方向に回動可能に嵌合された状態で、固定本体部１８１０の他端部
と接続して当該固定本体部１８１０を前後方向に回動可能に支持する支持部１８２０と、
を備えて構成される。
【０２４３】
　固定本体部１８１０は、例えば図２５（ａ），（ｂ）に示すように、側面視略Ｊ字形状
を呈してなり、他端部（折れ曲がった側の端部とは反対側の端部）に、操作補助部材１２
００の固定部材取付部１２５０に嵌合された固定部材１８００の支持部１８２０の各先端
部が挿入された状態で、一端部（折れ曲がった側の端部）が、ハンドルベース部材１１１
０の突設部１１１２（後述）とメッキ部材１２０の円環外周部１２２ａとの間の隙間に後
側から挿入可能となるよう構成されている。
【０２４４】
　支持部１８２０は、略コ字形状を呈してなる中央部と、当該中央部の両端から外側に向
けて突出する２つの先端部と、からなる略「ひ」の字形状を呈してなり、当該中央部が、
操作補助部材１２００の固定部材取付部１２５０に嵌合され、当該２つの先端部（両端部
）が、固定本体部１８１０の他端部に挿入されるよう構成されている。
【０２４５】
　ここで、固定部材１８００による、操作補助部材１２００の回動の規制について説明す
る。
　まず、例えば図２５（ａ）に示すように固定本体部１８１０の一端部がハンドルベース
部材１１１０の突設部１１１２（後述）とメッキ部材１２０の円環外周部１２２ａとの間
の隙間に挿入された状態において、固定本体部１８１０の他端部を操作補助部材１２００
に近づけるように、固定本体部１８１０を内側方向に押圧する。
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　この押圧によって、例えば図２５（ｂ）に示すように、固定本体部１８１０の一端部と
メッキ部材１２０の円環外周部１２２ａとの接点Ｐ１と、支持部１８２０の回動軸点Ｐ２
と、を結ぶ基準線Ｌよりも固定本体部１８１０の回動軸点Ｐ３が内側（発射操作ハンドル
１００１の中心寄り）に位置して、固定本体部１８１０と円環外周部１２２ａとが、ベー
ス部材１１００に対する操作補助部材１２００の回動を規制可能な係合力で係合する。こ
れにより、操作補助部材１２００は、回動が規制された回動規制状態になる。
【０２４６】
　さらに、この回動規制状態から、固定本体部１８１０の他端部を操作補助部材１２００
から遠ざけるように、固定本体部１８１０を外側方向に引っ張る。
　この引っ張りによって、例えば図２５（ａ）に示すように、固定本体部１８１０の一端
部とメッキ部材１２０の円環外周部１２２ａとの接点Ｐ１と、支持部１８２０の回動軸点
Ｐ２と、を結ぶ基準線Ｌよりも固定本体部１８１０の回動軸点Ｐ３が外側に位置して、固
定本体部１８１０と円環外周部１２２ａとが、ベース部材１１００に対する操作補助部材
１２００の回動を規制不能な係合力で係合する。これにより、操作補助部材１２００は、
回動が許容された回動許容状態になる。
【０２４７】
　すなわち、発射操作ハンドル１００１は、固定部材１８００によって、ベース部材１１
００に対する操作補助部材１２００の回動を規制する状態と、当該回動を許容する状態と
、に変換可能となっている。
【０２４８】
　なお、前述したように、本実施形態において、固定部材取付部１２５０には、当該固定
部材取付部１２５０の開放端部に、固定部材１８００の支持部１８２０の前後方向への回
動のうち固定部材取付部１２５０の突出方向よりも後側への回動を規制するためのストッ
パ部（図示省略）が設けられている。すなわち、固定部材１８００の支持部１８２０は、
図２５（ａ）の状態よりも前側に回動することは可能であるが（図２５（ｂ）参照）、図
２５（ａ）の状態よりも後側に回動することを規制されている。これにより、固定部材１
８００の支持部１８２０（後述）の回動を規制して、操作補助部材１２００から固定部材
１８００が外れてしまうという不都合を回避可能となっている。
　すなわち、支持部１８２０が固定部材取付部１２５０の突出方向よりも後側に回動する
と、固定本体部１８１０の一端部が、ハンドルベース部材１１１０の突設部１１１２（後
述）とメッキ部材１２０の円環外周部１２２ａとの間の隙間に挿入された状態を維持し難
くなる。そのため、固定本体部１８１０の一端部が当該隙間から抜け落ちて、固定本体部
１８１０がぶらぶらした状態になり、遊技者等に無理やり引っ張られる等して、操作補助
部材１２００から取り去られてしまう等の可能性が高くなる。これに対し、支持部１８２
０の回動を規制することで、固定本体部１８１０の一端部が、ハンドルベース部材１１１
０の突設部１１１２（後述）とメッキ部材１２０の円環外周部１２２ａとの間の隙間に挿
入された状態を維持できるので、固定本体部１８１０の一端部が当該隙間から抜け落ちて
、固定本体部１８１０がぶらぶらした状態になってしまうことがなくなり、操作補助部材
１２００から固定部材１８００が外れてしまうという不都合を回避することが可能となっ
ている。
【０２４９】
＜ベース部材＞
　ベース部材１１００は、遊技機１０前面に固定状態で配設される部材である。
　具体的には、ベース部材１１００は、例えば図１８に示すように、下部パネル１２ａの
ハンドル取付部に回動操作不能に固定されるハンドルベース部材１１１０と、ハンドルベ
ース部材１１１０の前側に、ハンドルベース部材１１１０に対して回動操作不能に取り付
けられたメッキ部材１２０と、により構成されている。
【０２５０】
　ハンドルベース部材１１１０は、例えば図１８、図２３に示すように、下部パネル１２
ａ側（後側）となる基端部が略円筒形状に形成されて当該基端部の前端からメッキ部材１
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２０側（前側）になるにつれて次第に拡径した形状を呈してなるハンドルベース本体部１
１１と、ハンドルベース本体部１１１の内面のうち前端よりも若干後側の位置から前側に
向けて突設された突設部１１１２と、ハンドルベース本体部１１１の内部に前後方向に沿
って配設されたシャフト挿通筒部１１３（第２実施形態の説明図面（図１８～図２７）で
は図示省略）と、を備えて構成される。
【０２５１】
　突設部１１１２は、ハンドルベース部材１１１０に取り付けられるメッキ部材１２０を
位置決めして、当該取り付けを行い易くするために設けられている。
　突設部１１１２の突出量は、例えば図２５（ａ），（ｂ）に示すように、当該突設部１
１１２の先端面（前端面）がハンドルベース本体部１１１の前端面よりも前側に位置する
とともに、ハンドルベース本体部１１１の前端面がメッキ部材１２０の円環外周部１２２
ａの後端面から離間する量に設定されている。すなわち、本実施形態の突設部１１１２の
突出量は、第１実施形態の突設部１１２の突出量よりも大きくなるよう設定されている。
　これにより、固定部材１８００の固定本体部１８１０の一端部を、ハンドルベース部材
１１１０の突設部１１１２とメッキ部材１２０の円環外周部１２２ａとの間の隙間に後側
から挿入可能となっている。
【０２５２】
　なお、図示は省略するが、この突設部１１１２には、第１実施形態の突設部１１２と同
様、当該突設部１１１２のうちシャフト挿通筒部１１３の左方であるとともに当該シャフ
ト挿通筒部１１３よりも下側の部分に、ハンドルベース部材１１１０内に備えられた発射
停止レバー１３０の被押圧部１３１を露出するための切欠部１１２ａが設けられている。
【０２５３】
＜操作例＞
　次に、発射操作ハンドル１００１の操作の仕方の一例について説明する。
　図２６（ａ）は操作補助部材１２００及び回動操作部材１３００が回動初期位置にある
場合、図２６（ｂ）はファール球を発射する場合、図２７（ａ）は通常打ち球到達領域Ｒ
１を狙って遊技球を発射する場合、図２７（ｂ）は右打ち球到達領域Ｒ２を狙って遊技球
を発射する場合の発射操作ハンドル１００１の状態を示す。
【０２５４】
　遊技者は、まず、例えば図２６（ａ）に示すように、右手の各指のうち、親指を回動操
作部材１３００が備える操作突起部１３２０のうち左側に突出する操作突起部１３２０の
湾曲した左側面に引っ掛けるとともに、操作補助部材１２００に設けられた指掛け部１２
４０のうち当該左側に突出する操作突起部１３２０に対応する指掛け部１２４０に配置し
、人差し指を回動操作部材１３００が備える操作突起部１３２０のうち上側に突出する操
作突起部１３２０の湾曲した左側面に引っ掛けるとともに、操作補助部材１２００に設け
られた指掛け部１２４０のうち当該上側に突出する操作突起部１３２０に対応する指掛け
部１２４０に配置し、中指及び薬指を当該上側に突出する操作突起部１３２０と小指との
間に配置し、小指を回動操作部材１３００が備える操作突起部１３２０のうち右側に突出
する操作突起部１３２０の湾曲した左側面に引っ掛けるとともに、操作補助部材１２００
に設けられた指掛け部１２４０のうち当該右側に突出する操作突起部１３２０に対応する
指掛け部１２４０に配置する。
【０２５５】
　そして、ファール球を発射する場合は、例えば図２６（ｂ）に示すように、回動操作部
材１３００が備える操作突起部１３２０のうち左側に突出する操作突起部１３２０に引っ
掛かって、操作補助部材１２００に設けられた指掛け部１２４０のうち当該左側に突出す
る操作突起部１３２０に対応する指掛け部１２４０に配置されている親指がメッキ部材１
２０の指受け部１２６に配置されるまで、回動操作部材１３００及び操作補助部材１２０
０を時計回り方向へと回動させる。
　このように、回動操作部材１３００が備える操作突起部１３２０のうち左側に突出する
操作突起部１３２０に引っ掛かって、操作補助部材１２００に設けられた指掛け部１２４
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０のうち当該左側に突出する操作突起部１３２０に対応する指掛け部１２４０に配置され
ている親指をメッキ部材１２０の指受け部１２６に配置するだけの簡単な操作で、ファー
ル球を発射することができる。これにより、遊技終了時等に遊技機１０内に残った遊技球
をファール球として発射して簡単に回収することができるので、遊技者は損することなく
遊技を終了等することが可能となる。
【０２５６】
　また、通常打ち球到達領域Ｒ１を狙って遊技球を発射する場合は、例えば図２７（ａ）
に示すように、遊技球が通常打ち球到達領域Ｒ１に到達するよう、回動操作部材１３００
及び操作補助部材１２００を時計回り方向へと回動させる等して回動操作部材１３００及
び操作補助部材１２００の回動角度を調整することにより、遊技球の発射勢を調整する。
【０２５７】
　さらに、右打ち球到達領域Ｒ２を狙って遊技球を発射する場合は、例えば図２７（ｂ）
に示すように、操作補助部材１２００に接触しない等して操作補助部材１２００の回動角
度を通常打ち用回動角度（すなわち、通常打ち球到達領域Ｒ１を狙って遊技球が発射され
る所望の回動角度）に維持しつつ、遊技球が右打ち球到達領域Ｒ２に到達するよう、回動
操作部材１３００のみを時計回り方向へと回動させる等して遊技球の発射勢を調整する。
　この場合、固定部材１８００を操作して、発射操作ハンドル１００１を操作補助部材１
２００の回動を規制する回動規制状態に変換しておくと、操作補助部材１２００の回動角
度を通常打ち用回動角度に維持するために操作補助部材１２００に接触しない等の注意を
払わなくても、操作補助部材１２００の回動角度を維持することが可能になるので、操作
性が向上する。
【０２５８】
　その後、右打ち球到達領域Ｒ２を狙って遊技球を発射する状態から通常打ち球到達領域
Ｒ１を狙って遊技球を発射する状態へと戻る場合は、例えば図２７（ａ）に示すように、
各操作突起部１３２０に引っ掛かっている指が、対応する指掛け部１２４０に配置可能と
なるまで、回動操作部材１３００のみを反時計回り方向へと回動させる。
　このように、各操作突起部１３２０に引っ掛かっている指が、対応する指掛け部１２４
０に配置可能となるまで、回動操作部材１３００を回動させるだけの簡単な操作で、回動
操作部材１３００の回動角度を元の回動角度（すなわち、通常打ち用回動角度）に復帰さ
せることができる。これにより、遊技者は、右打ち球到達領域Ｒ２を狙って遊技球を発射
する状態から通常打ち球到達領域Ｒ１を狙って遊技球を発射する状態へと戻る時に、回動
操作部材１３００の回動角度を改めて調整しなくても、前もって設定しておいた通常打ち
用回動角度に簡単に復帰させることができるので、発射勢の調整を容易に行うことが可能
となる。
【０２５９】
　なお、固定部材１８００によって操作補助部材１２００の回動角度を通常打ち用回動角
度に固定しておけば、回動操作部材１３００を反時計回り方向へと回動させる操作を行わ
なくても、例えば発射操作ハンドル１００１から手を離す等して発射操作ハンドル１００
１の操作（すなわち、回動操作や回動角度を維持する操作）を止めると、操作補助部材１
２００の規制受部挿通口１２１５や押圧突部挿通口１２１６の一端部に、回動操作部材１
３００の回動規制受部１３１４やスイッチ押圧突部１３１５が当接するまで（例えば図２
２（ａ）参照）、すなわち、各操作突起部１３２０に引っ掛かっている指が、対応する指
掛け部１２４０に配置可能となるまで、初期位置復帰バネ７００の付勢力で回動操作部材
１３００は反時計回り方向へと回動するので、操作性が向上する。
【０２６０】
　そして、各操作突起部１３２０に引っ掛かっている指が、対応する指掛け部１２４０に
配置可能となった後、固定本体部１８１０の他端部を操作補助部材１２００から遠ざける
ように固定本体部１８１０を外側方向に引っ張って、発射操作ハンドル１００１を操作補
助部材１２００の回動を許容する回動許容状態に変換すれば、操作補助部材１２００の規
制受部挿通口１２１５や押圧突部挿通口１２１６の一端部に、回動操作部材１３００の回
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動規制受部１３１４やスイッチ押圧突部１３１５が当接しているので、回動初期位置まで
、初期位置復帰バネ７００の付勢力で操作補助部材１２００も回動操作部材１３００とと
もに反時計回り方向へと回動する。
【０２６１】
　また、右打ち球到達領域Ｒ２を狙って遊技球を発射する状態において、固定部材１８０
により操作補助部材１２００の回動角度が通常打ち用回動角度に固定されていない場合は
、例えば発射操作ハンドル１００１から手を離す等して発射操作ハンドル１００１の操作
（すなわち、回動操作や回動角度を維持する操作）を止めると、各操作突起部１３２０に
引っ掛かっている指が、対応する指掛け部１２４０に配置可能となるまで、初期位置復帰
バネ７００の付勢力で回動操作部材１３００は反時計回り方向へと回動し、その後、操作
補助部材１２００の規制受部挿通口１２１５や押圧突部挿通口１２１６の一端部に、回動
操作部材１３００の回動規制受部１３１４やスイッチ押圧突部１３１５が当接しているの
で、回動初期位置まで、初期位置復帰バネ７００の付勢力で操作補助部材１２００も回動
操作部材１３００とともに反時計回り方向へと回動する。
【０２６２】
　以上説明した第２実施形態の遊技機１０によれば、遊技機１０前面に配設され、遊技領
域３２に遊技球を発射する際の発射勢を調整するための発射操作ハンドル１００１を備え
た遊技機１０において、発射操作ハンドル１００１は、遊技機１０前面に固定状態で配設
されるベース部材１１００と、ベース部材１１００に対して回動可能に支持され、発射勢
を調整するための略円盤状の第１操作部材（回動操作部材１３００）と、回動操作部材１
３００の回動軸と同軸上に回動可能に支持され、当該回動操作部材１３００と回動軸方向
に並ぶ略円盤状の第２操作部材（操作補助部材１２００）と、固定部材１８００により操
作補助部材１２００の回動を規制して固定状態とすることが可能な固定機構と、を備え、
回動操作部材１３００は、外周部（第１外周部１３１０ｂ）から外側方向に突出した状態
で設けられ、少なくとも突出端がベース部材１１００の外周部（円環外周部１２２ａ）よ
りも外側に位置する操作突起部１３２０を有し、操作補助部材１２００には、回動操作部
材１３００の操作時に操作突起部１３２０に掛かった遊技者の指を受けることが可能な指
掛け部１２４０が外周部（第２外周部１２１０ｂ）に形成され、指掛け部１２４０は、操
作補助部材１２００が固定部材１８００により固定状態となった場合に、遊技者の指の移
動を規制可能に構成されている。
【０２６３】
　すなわち、遊技球の発射勢を調整するための回動操作部材１３００に加えて、当該回動
操作部材１３００の回動軸と同軸上に回動可能に支持された操作補助部材１２００を備え
ており、操作補助部材１２００が有する指掛け部１２４０は、当該操作補助部材１２００
が固定部材１８００により固定状態となった場合に、回動操作部材１３００が有する操作
突起部１３２０に掛かった遊技者の指の移動を規制可能に構成されているので、固定部材
１８００により操作補助部材１２００を所定の回動角度で維持しておくことで、指掛け部
１２４０を基準とした回動操作部材１３００の回動操作を行うことが可能となり、遊技の
進行や遊技の状態変化に合わせて遊技球の発射勢の調整を容易に行うことが可能となる。
　また、指掛け部１２４０は、操作補助部材１２００が固定機構により固定状態となった
場合に、操作突起部１３２０に掛かった遊技者の指の移動を規制可能に構成されているの
で、固定部材１８００により操作補助部材１２００を固定状態としておくことで、操作突
起部１３２０に掛かった遊技者の指を一定の位置に保持しておくことが可能となり、回動
操作部材１３００の回動角度を一定に保ち易くすることが可能となる。
【０２６４】
　また、以上説明した第２実施形態の遊技機１０によれば、発射操作ハンドル１００１は
、回動操作部材１３００を回動初期位置に復帰させるための付勢部材（初期位置復帰バネ
７００）を備え、操作突起部１３２０は、回動操作部材１３００の第１外周部１３１０ｂ
に周方向に離間した状態で複数設けられ、指掛け部１２４０は、操作突起部１３２０に対
応させて操作補助部材１２００の第２外周部１２１０ｂに複数設けられている。
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【０２６５】
　すなわち、回動操作部材１３００には操作突起部１３２０が複数設けられているととも
に、操作補助部材１２００には指掛け部１２４０が操作突起部１３２０に対応させて複数
設けられているので、操作突起部１３２０や指掛け部１２４０が１つしか設けられていな
い場合や、指掛け部１２４０が操作突起部１３２０に対応させて設けられていない場合と
比較して、回動操作部材１３００の回動角度を調整する際の調整操作をより正確に行うこ
とが可能となる。
【０２６６】
　また、以上説明した第２実施形態の遊技機１０によれば、複数の指掛け部１２４０は、
操作補助部材１２００の第２外周部１２１０ｂに周方向に並ぶ１対の突起部１２４０ａ，
１２４０ａの間に形成される谷部によりそれぞれ構成されている。
【０２６７】
　すなわち、１対の突起部１２４０ａ，１２４０ａの間に形成される谷部により構成され
る指掛け部１２４０で、操作突起部１３２０に掛かった遊技者の指を受けることができる
ので、当該指の移動を効率的に規制することが可能となり、回動操作部材１３００の回転
角度を一定に保ち易くなる。
【０２６８】
　なお、本実施形態では、指掛け部１２４０を、１対の突起部１２４０ａ，１２４０ａの
間に形成される谷部により構成したが、これに限ることはなく、指掛け部１２４０は、操
作補助部材１２００が固定部材１８００により固定状態となった場合に、遊技者の指の移
動を規制可能に構成されていれば任意であり、例えば、一対の突起部１２４０ａ，１２４
０ａのうちの何れか一方のみ（例えば、時計回り方向側の突起部１２４０ａ）のみを第２
外周部１２１０ｂに設けて、当該突起部１２４０ａの湾曲した側面を指掛け部１２４０と
することも可能である。
【０２６９】
　また、以上説明した第２実施形態の遊技機１０によれば、操作補助部材１２００は、回
動操作部材１３００よりも遊技機１０前面側（後側）に配設され、指掛け部１２４０を構
成する突起部１２４０ａは、操作突起部１３２０よりも突出量を抑えた状態で形成されて
いる。
【０２７０】
　したがって、指掛け部１２４０を構成する突起部１２４０ａが、操作突起部１３２０よ
りも突出量を抑えた状態で形成されているので、回動操作部材１３００を回動させるため
に突起部１２４０ａを乗り越えて指掛け部１２４０から指を外しても、操作突起部１３２
０に掛けた指が外れてしまうことがなくなり、操作性が向上する。
　すなわち、突起部１２４０ａが操作突起部１３２０以上の突出量で形成されている場合
、回動操作部材１３００のみを回動させるために突起部１２４０ａを乗り越えようと指掛
け部１２４０から指を外すと、操作突起部１３２０からも指が外れてしまうので、回動操
作部材１３００を回動させる際の操作性が悪くなってしまう。これに対し、突起部１２４
０ａを操作突起部１３２０よりも突出量を抑えた状態で形成することで、突起部１２４０
ａを乗り越えて指掛け部１２４０から指を外して回動操作部材１３００を回動させる際に
、操作突起部１３２０から指が外れてしまうことがないので、回動操作部材１３００を回
動させる際の操作性が向上する。
【０２７１】
　また、以上説明した第２実施形態の遊技機１０によれば、発射操作ハンドル１００１は
、操作補助部材１２００を挟んで回動操作部材１３００とは反対側に当該回動操作部材１
３００の回動幅を規制するための回動幅規制部１２４を備え、回動操作部材１３００は、
当該回動操作部材１３００の回動軸から径方向に離間した部分に、回動幅規制部１２４に
向けて突出して当該回動幅規制部１２４により移動が規制される回動規制受部１３１４を
備え、操作補助部材１２００には、回動規制受部１３１４が挿通される規制受部挿通口１
２１５が当該回動規制受部１３１４の移動軌跡に沿って長穴状に設けられ、回動操作部材
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１３００が初期位置復帰バネ７００により回動初期位置に復帰する場合に、回動規制受部
１３１４が規制受部挿通口１２１５の開口端部を押圧して操作補助部材１２００が回動操
作部材１３００と共回りして当該操作補助部材１２００を回動初期位置に復帰可能となっ
ている。
【０２７２】
　すなわち、操作補助部材１２００は、回動操作部材１３００が初期位置復帰バネ７００
により回動初期位置に復帰する場合に、当該回動操作部材１３００と共回りして回動初期
位置に復帰可能であるので、操作補助部材１２００を回動初期位置に復帰させるために回
動操作する手間を省くことが可能となる。
　また、操作補助部材１２００は、回動操作部材１３００と共回りして回動初期位置に復
帰可能であるので、回動操作部材１３００及び操作補助部材１２００を改めて回動初期位
置から操作したい場合等に、当該操作が行い易くなる。
【０２７３】
　また、以上説明した第２実施形態の遊技機１０によれば、遊技領域３２まで到達しなか
った遊技球をファール球として回収することが可能な回収機構（図示省略）を備え、ベー
ス部材１１００は、操作補助部材１２００と回動軸方向（前後方向）に並ぶ円環状部１２
２を備え、円環状部１２２は、回動操作部材１３００の操作時に操作突起部１３２０（本
実施形態では左側に突出する操作突起部１３２０）に掛かった遊技者の指を受けることが
可能な指受け部１２６が外周部（円環外周部１２２ａ）に形成され、指受け部１２６は、
操作突起部１３２０に掛かった遊技者の指を受けた際に、回動操作部材１３００の回動角
度がファール球を発生させる発射勢となる位置に配置されている。
【０２７４】
　すなわち、操作突起部１３２０に掛かった遊技者の指が指受け部１２６に受けられるよ
う、回動操作部材１３００を回動させるだけの簡単な操作で、遊技球をファール球として
発射することができる。すなわち、遊技終了時等に発射待機している遊技球をファール球
となるよう発射することが容易となるので、そのファール球を回収機構を介して回収する
ことができ、回収できない遊技球により遊技者が損することを回避することが可能となる
。
【０２７５】
　なお、今回開示された実施の形態はすべての点で例示であって制限的なものではないと
考えられるべきである。本発明の範囲は上記した説明ではなくて特許請求の範囲によって
示され、特許請求の範囲と均等の意味及び範囲内でのすべての変更が含まれることが意図
される。
【０２７６】
　例えば、第１実施形態及び第２実施形態では、発射杵８３を回動させる方式として、回
転カム板８６によって発射杵８３を回動させるカム式を採用したが、これに限ることはな
く、例えば、モータやソレノイドなどの所定のアクチュエータを用いて発射杵８３を回動
させることも可能である。
　具体的には、例えば、発射操作ハンドル１，１００１の回動伝達部材６００等に発射操
作ハンドル１，１００１（具体的には、回動操作部材３００，１３００）の回動操作量を
検出可能な回動量センサ（可変抵抗等）を取り付けるとともに、発射装置８０の発射杵８
３に発射杵８３を回動駆動するアクチュエータ（ロータリーソレノイド等）を取り付けて
、検出された回動操作部材３００，１３００の回動量に応じて、発射杵８３を回動駆動す
るよう構成することも可能である。
【０２７７】
　また、第１実施形態では、操作補助部材２００の回動を規制して固定状態とするための
固定機構として、操作補助部材２００とメッキ部材１２０との間に固定用間隙部１ａを設
けるよう構成したが、これに限ることはなく、固定機構の構成は、操作補助部材２００の
回動を規制して固定状態とすることが可能な構成であれば任意であり、例えば、固定機構
として、第２実施形態のように固定部材１８００を備えるよう構成することも可能である
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。
　また、第２実施形態では、操作補助部材１２００の回動を規制して固定状態とするため
の固定機構として、固定部材１８００を備えるよう構成したが、これに限ることはなく、
固定機構の構成は、操作補助部材１２００の回動を規制して固定状態とすることが可能な
構成であれば任意であり、例えば、固定機構として、第１実施形態のように、操作補助部
材１２００とメッキ部材１２０との間に固定用間隙部１ａを設けるよう構成することも可
能である。
【０２７８】
　また、第１実施形態及び第２実施形態では、操作補助部材２００，１２００を回動操作
部材３００，１３００の後側に配置するよう構成したが、これに限ることはなく、操作補
助部材２００，１２００が回動操作部材３００と回動軸方向に並ぶ（隣り合う）のであれ
ば任意であり、例えば、操作補助部材２００，１２００を回動操作部材３００，１３００
の前側に配置することも可能である。
【０２７９】
　また、本発明の遊技機は、上記実施形態に示されるようなパチンコ遊技機に限定される
ものではなく、例えば、その他のパチンコ遊技機、アレンジボール遊技機、雀球遊技機な
どの遊技機を使用する全ての遊技機に適用可能である。
【符号の説明】
【０２８０】
１，１００１　発射操作ハンドル
１ａ　固定用間隙部（固定機構）
１０　遊技機
３０　遊技領域
１００，１１００　ベース部材
１２２　円環状部
１２４　回動幅規制部
１２２ａ　円環外周部（外周部）
１２６　指受け部
１２６ａ　突起部
２００，１２００　操作補助部材（第２操作部材）
２１０ｂ，１２１０ｂ　第２外周部（外周部）
２１２　係合突部（相対回動許容機構）
２２０　第２操作突起部（操作突起部）
２２１　第２並設突起部
２２２　第２独立突起部
３００，１３００　回動操作部材（第１操作部材）
３１０ｂ，１３１０ｂ　第１外周部（外周部）
３１２　係合受部（相対回動許容機構）
３１２ｂ　当接受部
３２０　第１操作突起部（操作突起部）
３２１　第１並設突起部
３２２　第１独立突起部
５００　回動規制部材
７００　初期位置復帰バネ（付勢部材）
１２１５　規制受部挿通口
１２４０　指掛け部
１２４０ａ　突起部
１３１４　回動規制受部
１３２０　操作突起部
１８００　固定部材
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